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今週のキーワード

宇宙産業新時代
軌道上製造・月面開発・輸送競争が加速

25
件

記事数

6
カ国

対象国

25.5億
ドル

宇宙半導体

1万
回/年

打ち上げ目標

今週の全25記事 ― 5軸評価で読むべき記事を選ぶ
各列の見方 ― 技術新規性：ブレークスルー度合い 実用化距離：製品として使える近さ 市場インパクト：業界全体への影響規模

データ信頼性：定量データ・査読の有無 日本関連度：日本の企業・サプライチェーンとの直接的関連性

# 記事タイトル 種別
技術

新規性
実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度

一行サマリ

#01 軌道上医薬品製造 新製品
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●○○

○
●●●○

○

Vardaが軌道上ロボットラボで高純度がん・HIV治療

薬結晶製造と再突入カプセル回収に成功、宇宙医薬品

サプライチェーンの実現性を示す。

#02
軌道上製造ステーショ

ン
企業戦略

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

●●○○
○

●●●○
○

VardaとAxiomが軌道上製造ステーションを建設し、Z

BLAN光ファイバー、医薬品、先進半導体の微小重力

下生産を目指す。

#03 月面インフラ整備 解説記事
●●●○

○
●●○○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○

NASAアルテミス計画がLRO等と連携し、ISRU技術で

月面インフラ整備を加速、持続可能な人類の月面拠点

構築を目指す。

#04 ESA独自RTG開発 技術発表
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●○○

○

ESAが民間核廃棄物からアメリシウム241を抽出し、

432年半減期の独自RTG開発に成功、深宇宙探査の独

立性を確立。

#05 月面資源採掘推進 企業戦略
●●●○

○
●●○○

○
●●●●

○
●●○○

○
●●●●

○

NASAアルテミス計画が2030年代半ばの月面基地に

向け、ヘリウム3や水氷など月面資源採掘技術を推進

。

#06 宇宙半導体製造検証 技術発表
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●○○

○
●●●○

○

Besxarが宇宙半導体製造ハードウェアを検証、Microc

hipは耐放射線部品と深宇宙AIハードウェアを開発。

#07 新型耐熱シールド 技術発表
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●○○

○
●●○○

○

NASAが火星有人ミッション向けに展開可能な「Spide

rweave」や膨張式HIADなど新型耐熱シールド技術を

開発、LOFTIDがマッハ18で再突入成功。

#08 商用核動力衛星 新製品
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●○

○

City LabsがSpaceX Falcon 9で世界初の商用核動力衛

星打ち上げに成功、トリチウムベータボルタ電池で太

陽光に依存しない長期電力供給を実現。

#09 ISS微小重力研究 学術論文
●●●●

○
●●○○

○
●●●●

○
●●○○

○
●●●○

○

ISS微小重力研究ががん細胞3D培養と人工臓器検査で

がん治療を革新、軌道上での臨床グレード幹細胞・生

物学的製剤製造も加速。

#10 Starship熱防御 技術発表
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●○○

○
●●○○

○

SpaceX Starshipがエアロゲル・セラミック複合材のA

xiomシリカタイルで先進熱防御システムを実証、再利

用性を向上。

#11 Plasteel放射線遮蔽 新素材
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●○

○

水素豊富なナノ複合材料「Plasteel」が宇宙放射線遮

蔽で40%軽量化、コスト15倍削減を実現し軌道上で

実証済み。

#12 Artemis III延期 市場概観
●○○○

○
●●○○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

○

NASAアルテミスIIIが2027年に地球低軌道での着陸機

リハーサルに延期、月面着陸はアルテミスIVで2028

年に。

#13
ペロブスカイト太陽電

池
技術比較

●●●●
○

●●○○
○

●●●●
○

●●●○
○

●●●○
○

月面電力システム向けに放射線耐性ペロブスカイト太

陽電池がプロトン照射後も85%以上の効率を維持。
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# 記事タイトル 種別
技術

新規性
実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度

一行サマリ

#14 中国再利用ロケット 技術発表
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○

中国LandSpaceがメタン燃料再利用型ロケット「Zhu

que-3」第1段着陸に成功、SpaceXに次ぐ快挙。

#15 Honda再利用ロケット 技術発表
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●○○

○
●●●●

●

Hondaが日本初の民間企業として再利用型ロケットの

打ち上げ・着陸に成功、宇宙ミッションコスト大幅削

減に貢献。

#16 Space One失敗原因 解説記事
●●○○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

●

Space One、Kairosロケット3号機の失敗原因を静電

気による通信中断と特定、対策を講じる。

#17 透明耐放射線ポリマー 新素材
●●●●

●
●●○○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○

欧州コンソーシアムが月・火星居住向けに透明な耐放

射線ポリマー「LuminShield-X」を発表、放射線被ば

く70%削減。

#18 ルナリング構想 企業戦略
●●●●

●
●○○○

○
●●●●

●
●●○○

○
●●●●

●

清水建設が月面赤道に巨大太陽光発電ベルト「ルナリ

ング」構想を発表、地球への電力送電を目指す。

#19
NASA月面拠点提案募

集
企業戦略

●●●○
○

●●○○
○

●●●●
○

●●●●
○

●●●●
○

NASAが月面拠点構築に向け、垂直型太陽電池、酸素

抽出、先進製造など5つの技術分野で提案募集を開始

。

#20 Bioculture System 製品紹介
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

NASAがISSで運用中の「Bioculture System」を紹介

、微小重力下での細胞・組織・微生物研究を推進。

#21 軌道上ロボット溶接 技術発表
●●●●

○
●●○○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○

NASAが熱可塑性複合材料の軌道上ロボット溶接技術

に投資、宇宙での大型構造物組立を推進。

#22 米国家宇宙輸送政策 市場概観
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○

トランプ政権が国家宇宙輸送政策を発表、2030年ま

でに年間1000回以上の打ち上げ・再突入目標を設定

。

#23 Stoke Space資金調達 企業戦略
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○

Stoke Spaceが再利用型ロケット開発に向けシリーズ

Eで10億ドル調達、総資金調達額23億ドルに。

#24 日本宇宙産業転換期 市場概観
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

●

日本の宇宙産業が政府投資倍増と1兆円超の戦略的資

金で転換期に突入、タレント育成が課題。

#25 ispace融資確保 企業戦略
●○○○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

●

ispaceが月探査ミッション開発の運転資金として静岡

銀行から30億円の融資を確保、流動性を強化。

#26
中国Orienspace資金調

達
企業戦略

●●○○
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●●
○

中国Orienspaceが山東省政府系ファンドから戦略的資

金調達、Gravity-1ロケット開発と生産を加速。

#27
Amazon

Leo打ち上げ契約
企業戦略

●●○○
○

●●●●
●

●●●●
○

●●●●
○

●●○○
○

Amazon LeoがArianespaceと追加6回のAriane 64打

ち上げ契約を締結、総計24回で低軌道コンステレーシ

ョンを強化。

#28
Starlinkデータ上限撤

回
市場概観

●○○○
○

●●●●
●

●●●○
○

●●●○
○

●●○○
○

SpaceXがStarlinkの5TBデータ上限を顧客からの強い

反発を受け撤回、サービス品質を回復。

#29 Orion熱シールド分析 技術比較
●●●○

○
●●○○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

NASAがOrion宇宙船の熱シールド「Avcoat」を高精

度7軸ミリングマシンで詳細分析開始、将来ミッショ

ンに活用。

#30 STARプログラム 解説記事
●○○○

○
●●●●

●
●●○○

○
●●●●

○
●●●○

○

NASAがSTARプログラムを通じて宇宙飛行実験の主任

研究員向けトレーニングを強化、次世代リーダーを育

成。

#31
Lunar Foundation

Model
技術発表

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

●●●●
○

●●●●
○

IBMとNASAが月面探査支援のためオープンソースAIモ

デル「Lunar Foundation

Model」とデータセットを公開。

#32
Rocket

Lab打ち上げ成功
企業戦略

●●○○
○

●●●●
●

●●●○
○

●●●●
○

●●●○
○

Rocket Labが年間16回目のElectron打ち上げに成功

、小型打ち上げプロバイダーの世界的リーダーとして

の地位を確立。

#34
米DOT

SPACEタスクフォース
市場概観

●○○○
○

●●●●
●

●●●●
●

●●●○
○

●●●●
○

米運輸省が2035年までに年間1万回の宇宙打ち上げに

対応する「SPACEタスクフォース」を発足。

#35 宇宙半導体市場予測 市場概観
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○

Lucintelが世界の宇宙半導体市場が2035年までに25.

5億ドルに成長すると予測、アジア太平洋が牽引。

#36
月面環境監視ステーシ

ョン
技術発表

●●●○
○

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

●●●○
○

モアヘッド州立大学の月面環境監視ステーション（LE

MS）がNASAアルテミス月ミッションへの搭載を正式

承認。
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# 記事タイトル 種別
技術

新規性
実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度

一行サマリ

#38
Blue

Origin月着陸機注力
企業戦略

●●○○
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●●
○

Blue Originが準軌道宇宙観光を一時停止し、NASAア

ルテミス計画向け月着陸機開発に注力。

#39 Astroscaleデブリ除去 企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●

AstroscaleフランスがExotrailと1,320万ユーロでEut

elsat OneWeb衛星のデブリ除去サブ契約を締結。

#40 Redwire ROSA採用 製品紹介
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○

RedwireのRoll-Out Solar Arrays (ROSA)がNASA月軌

道ステーションと火星ミッションに採用、受注残高5

億ドル超。

#41 Varda事業拡大 企業戦略
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○

Varda Space Industriesが軌道上での医薬品製造と再

突入カプセル事業を拡大、先進ミッションと高頻度運

用へ。

●●●●○ High ●●●○○ Med-High ●●○○○ Med ●○○○○ Low ¦ 背景黄色＝注目記事
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今週、判断に影響しうる3つの問い

❶宇宙での医薬品・半導体製造は、貴社のサプライチェーンを変革するか？

Varda Spaceが軌道上での高純度医薬品製造と回収に成功し、Axiomと共同で半導体製造ステーションも建設中。地球上

では困難な高機能材料が宇宙で生産され、2～3年以内に製品化が見込まれる。この「オフワールド」サプライチェーンは

、既存の製造プロセスや材料調達戦略に根本的な見直しを迫る可能性がある。

❷日本の宇宙産業の成長を支える人材は確保できているか？

日本政府は宇宙産業への投資を倍増させ、戦略的資金は1兆円を超え、Hondaが再利用型ロケットに成功するなど転換期

を迎えている。しかし、この急速な成長を持続させるには、宇宙工学、AI、材料科学など多岐にわたる分野で高度な専門

知識を持つ人材育成が喫緊の課題と指摘されている。

❸深宇宙探査の長期電力供給、貴社はどの技術に賭けるか？

ESAが民間核廃棄物からアメリシウム241を抽出し、432年半減期のRTGを開発。一方、City Labsはトリチウムベータボ

ルタ電池を搭載した商用核動力衛星を打ち上げ成功。月面基地や火星ミッション、深宇宙探査には長期安定電源が不可欠

だが、プルトニウム依存からの脱却と商用化の動きが加速している。

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」マトリクス

機会大・脅威小 機会大・脅威大

影響小（参考） 脅威大・機会小

←
 機

会
 →

← 脅威 →

放射線遮蔽 核動力衛星

日本宇宙産業

宇宙製造

再利用ロケット

デブリ除去

月面発電

米宇宙政策

項目 象限 ↑ 機会 ↓ 脅威

● 放射線遮蔽 機会大 軽量・高効率遮蔽材の提供 既存材の市場縮小

● 核動力衛星 注意 長期安定電源市場の創出 規制・安全リスク、技術格差

● 日本宇宙産業 注意 宇宙経済への参入拡大 人材不足、国際競争激化

● 宇宙製造 注意 高純度材料・医薬品製造 地上製造の優位性喪失

● 再利用ロケット 機会大 輸送コスト削減、市場拡大 国際競争激化

● デブリ除去 機会大 新規サービス市場の確立 技術的困難、高コスト

● 月面発電 機会大 地球へのクリーン電力供給 実現性、莫大な初期投資
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● 米宇宙政策 参考 宇宙市場の成長加速 競争激化、規制強化
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深掘り ① ― 画期的な宇宙放射線遮蔽材「Plasteel」

#11 ¦ 2026/09/03 ¦ AZoQuantum ¦ 技術新規性●●●●● 実用化距離●●●●○ 市場インパクト●●●●●

データ信頼性●●●●○ 日本関連度●●●○○

水素豊富なナノ複合材料「Plasteel」が、従来の放射線遮蔽システムと比較して、同等の保護性能を約40%の質量で提

供し、コストを最大15倍削減できると発表されました。窒化ホウ素ナノチューブ（BNNTs）による中性子吸収、炭素

ナノチューブによる構造強化、グラフェンによる熱伝導・EMI遮蔽などの機能を統合しています。

この多機能材料は、AI対応GPUやフライトコンピューターの保護に既に軌道上で実証済みであり、長期宇宙ミッション

における電子機器の信頼性と費用対効果を大幅に向上させます。月や火星への有人ミッション、長期軌道上プラットフ

ォームの構築において、軽量かつ堅牢な材料の需要に応えるものです。

▶ 技術者の視点

PlasteelはBNNTs、CNTs、グラフェンを統合した多機能ナノ複合材料であり、放射線遮蔽において質量

40%削減、コスト15倍削減という数値は非常に画期的です。特に、AI対応GPUやフライトコンピュータ

ーの保護に軌道上で実証済みという点はデータ信頼性が高く、実用化への期待が大きい。しかし、この

材料の長期的な宇宙環境下での安定性（特に原子状酸素やUV劣化に対する耐性）や、大規模構造物への

適用時の製造コスト・加工性については、さらなる詳細なデータが必要です。日本企業にとっては、高

機能複合材料やナノ材料技術を持つ素材メーカーが、この分野での共同開発やライセンス取得を通じて

、宇宙市場への参入機会を拡大できます。一方で、既存の耐放射線材料メーカーは、この新技術による

市場シェアの脅威に直面するでしょう。次世代宇宙船や月面基地の設計に不可欠な材料となるため、R&

D;部門はPlasteelの特性を詳細に調査し、自社製品への応用可能性を検討すべきです。

深掘り ② ― 商用核動力衛星の打ち上げ成功

#08 ¦ 2026/09/10 ¦ Wall Street Endeavor ¦ 技術新規性●●●●● 実用化距離●●●●○ 市場インパクト●●●●●

データ信頼性●●●○○ 日本関連度●●●○○

City Labsは、SpaceX Falcon 9のライドシェアミッションにおいて、トリチウム崩壊を利用したコンパクトなベータボ

ルタ電池を搭載した世界初の商用核動力衛星の打ち上げに成功しました。この技術は、太陽光に依存しない連続的かつ

長期的な電力源を宇宙で提供することを可能にします。

この画期的な成果は、厳しい環境下での衛星運用、月面インフラ、深宇宙探査における電力供給の信頼性を飛躍的に向

上させます。かつて政府機関が独占していた宇宙核動力技術が商業企業によって実用化された大きな転換点を示し、拡

大する宇宙産業における信頼性の高い長期電力システムの需要を満たす重要な一歩となります。

▶ 技術者の視点

City Labsによる商用核動力衛星の打ち上げ成功は、宇宙電力供給のゲームチェンジャーとなる可能性を

秘めています。トリチウムベータボルタ電池は、太陽光に依存せず数十年以上の安定した電力供給を可

能にする点で、深宇宙探査や月極地での長期運用に極めて有利です。ただし、トリチウムの半減期は12

.3年であり、記事にある「数十年から1世紀以上」の電力供給は、RTG（アメリシウム241の432年）と

は異なる原理での長期運用を意味します。出力密度や総エネルギー量、そして放射線安全性の詳細なデ

ータが不足しており、特に商用利用における安全規制とコストのバランスが今後の課題となるでしょう

。日本企業にとっては、宇宙用電池技術や核融合関連技術を持つ企業が、この分野での技術連携や部品

供給の機会を探るべきです。一方で、既存の太陽電池メーカーは、深宇宙・月極地市場での競争激化と

いう脅威に直面します。経営企画部門は、この技術が宇宙インフラの設計思想に与える影響を評価し、

長期的な事業戦略に組み込む必要があるでしょう。



宇宙産業 Weekly Intelligence Report ¦ 2026-09-12 ¦ Page 7

深掘り ③ ― 日本の宇宙産業、転換期と人材課題

#24 ¦ 2026/09/08 ¦ Aerodefense Outlook ¦ 技術新規性●○○○○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●●

データ信頼性●●●○○ 日本関連度●●●●●

日本の商業宇宙産業は過去4～5年で劇的な変化を遂げ、政府投資が倍増し、宇宙関連の戦略的資金が1兆円（約67億ド

ル）を超える規模に達し、明確な転換期に入りました。宇宙が経済成長、国家のレジリエンス、安全保障に不可欠な戦

略的産業と見なされるようになったことを反映しています。

ispaceの月探査ロードマップ、Hondaの再利用型ロケット成功、スタートアップエコシステムの成熟など、活発な動き

が見られます。しかし、この急速な成長を維持し、国際競争力を高めるためには、高度な専門知識を持つ人材（タレン

ト）の育成が喫緊の課題とされています。

▶ 技術者の視点

日本の宇宙産業が政府投資倍増、戦略的資金1兆円超という規模で転換期を迎えていることは、国内企

業にとって大きな機会です。ispaceの月探査、Hondaの再利用型ロケット成功など、具体的な成果も出

始めています。しかし、「タレント育成が課題」という指摘は非常に重要であり、この成長を支える技

術者や研究者の不足は、せっかくの投資効果を減殺する脅威となるでしょう。特に、材料工学の観点か

らは、月面資源利用（ISRU）、耐放射線材料、宇宙構造材料など、多岐にわたる分野で専門人材が求め

られます。日本の材料メーカーは、この成長市場に参入する絶好の機会ですが、そのためには宇宙産業

特有の要求（軽量化、耐環境性、信頼性）に対応できるR&D;体制と人材の強化が不可欠です。経営企画

部門は、宇宙産業への人材投資を加速させるとともに、産学連携を強化し、海外からの優秀な人材誘致

も視野に入れるべきです。

その他の注目記事

中国LandSpace、メタン燃料再利用型ロケット「Zhuque-3」第1段着陸に成功：SpaceXに次ぐ快挙 (中国科技网)

技術新規性●●●○○ 実用化距離●●●●○ 市場インパクト●●●●○

中国が再利用型ロケットでSpaceXに追随、宇宙輸送コスト削減と国際競争激化を加速させる。日本の輸送サービスへ

の影響を注視すべき。

欧州コンソーシアム、月・火星居住向け透明な耐放射線ポリマー「LuminShield-X」を発表：放射線被ばく70%削減 (artemis tokyo)

技術新規性●●●●● 実用化距離●●○○○ 市場インパクト●●●●○

透明性を保ちつつ放射線を大幅削減するポリマーは、月・火星居住の快適性と安全性を向上させる画期的な材料。日本

の材料メーカーは開発動向を追うべき。

IBMとNASA、月面探査支援のためオープンソースAIモデル「Lunar Foundation Model」とデータセットを公開 (IBM)

技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●○○ 市場インパクト●●●●○

AIによる月面データ解析は、資源探査や地質調査を加速。日本の月探査ミッション（ispace等）でのAI活用を検討すべ

き。

RedwireのRoll-Out Solar Arrays (ROSA)、NASA月軌道ステーションと2028年火星ミッションに採用され受注残高5億ドル超を達成 (The Motley Fool)

技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●●○ 市場インパクト●●●●○

軽量・コンパクトな展開型ソーラーアレイは、深宇宙ミッションの電力供給の標準となる可能性。日本の宇宙電力シス

テム開発への影響大。
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今週のアクション提案

記事評価マトリクスと機会/脅威分析を踏まえたアクション提案です。

▍即時（今週中）

• 【R&D;】Plasteel（#11）のような多機能ナノ複合材料の最新動向を調査し、自社製品への応用可能性を検討

する。特に放射線遮蔽、軽量化、コスト削減の観点から評価。

• 【経営企画】日本の宇宙産業の成長トレンド（#24）を再確認し、自社事業とのシナジーを評価。特に人材育

成計画の現状と課題を洗い出す。

▍短期（1ヶ月）

• 【調達】軌道上製造（#01, #02）で生産される高純度医薬品や先進半導体、ZBLAN光ファイバーなどの将来

的な調達可能性と、それらが既存サプライチェーンに与える影響を評価する。

• 【R&D;】商用核動力衛星（#08）やアメリシウム241 RTG（#04）など、宇宙用長期安定電源技術の動向を詳

細に調査。特に、トリチウムベータボルタ電池の安全性と出力特性に関する情報を収集する。

• 【半導体PKG】宇宙半導体市場の成長予測（#35）に基づき、耐放射線半導体や深宇宙AIハードウェア（#06

）の技術動向を分析。自社の半導体パッケージング技術が貢献できる領域を特定する。

▍中長期（四半期～）

• 【経営企画】月面開発（#03, #05, #19）や宇宙太陽光発電（#18）といった大規模宇宙インフラ構想に対し

、自社の材料技術や建設技術がどのように貢献できるか、長期的な事業戦略を策定する。

• 【R&D;】再利用型ロケット（#14, #15, #23）の普及による宇宙輸送コスト削減が、自社の宇宙関連ビジネス

モデルに与える影響を分析。軽量化、耐熱性、耐久性向上に資する新素材開発を推進する。

• 【R&D;】宇宙デブリ除去（#39）や軌道上ロボット溶接（#21）など、軌道上サービス技術の進展が、宇宙イ

ンフラの設計や運用に与える影響を評価し、関連技術開発のロードマップを検討する。

troy-technical.jp 独自キュレーション。記事著作権は各原著作者に帰属。 ¦ Gemini API + Claude ¦ 2026-09-12



宇宙産業 採用記事全文集

出力日: 2026-09-12

採用記事数: 39 件



収録記事一覧

#01 Varda Space Industries、軌道上ロボットラボで高純度がん・HIV治療薬結晶を製造し再突入カ

プセル回収に成功

#02 Varda SpaceとAxiomが軌道上製造ステーションを建設、ZBLAN光ファイバー、医薬品、先進

半導体を微小重力下で生産

#03 NASA Artemis計画、LRO・Chandrayaan-1・民間着陸機と協力し月面インフラを整備、ISRU

技術で持続可能な人類の月面拠点構築を加速

#04 ESA、民間核廃棄物からアメリシウム241抽出に成功し432年半減期の独自RTGを開発、深宇宙

探査の独立性を確立

#05 NASA Artemis計画、2030年代半ばの月面基地に向けヘリウム3・水氷など月面資源採掘技術を

推進

#06 BesxarがFalcon 9で宇宙半導体製造ハードウェアを検証、Microchip Technologyは耐放射線部

品ポートフォリオを強化し深宇宙AIハードウェアも開発

#07 NASA、火星有人ミッション向けに展開可能な「Spiderweave」と膨張式HIADを含む新型耐熱

シールド技術を開発、LOFTIDがマッハ18で再突入成功

#08 City Labs、SpaceX Falcon 9で世界初の商用核動力衛星を打ち上げ成功、トリチウムベータボ

ルタ電池で太陽光に依存しない電力供給を実現

#09 ISS微小重力研究ががん細胞3D培養と人工臓器検査でがん治療を革新、軌道上での臨床グレード

幹細胞・生物学的製剤製造も加速

#10 SpaceX Starship、再利用性考慮のAxiomシリカタイル（エアロゲル・セラミック複合材）で大

気圏再突入時の極限熱に耐える先進熱防御システムを実証

#11 水素豊富なナノ複合材料「Plasteel」が宇宙放射線遮蔽で40%軽量化、コスト15倍削減を実現

#12 NASAの有人月面着陸計画「Artemis III」が2027年に地球低軌道での着陸機リハーサルに延期、

月面着陸はArtemis IVで2028年に

#13 月面電力システムの未来を拓く材料技術：放射線耐性ペロブスカイト太陽電池が85%以上の効率

維持

#14 中国LandSpace、メタン燃料再利用型ロケット「Zhuque-3」第1段着陸に成功：SpaceXに次

ぐ快挙

#15 Honda、日本初の民間企業として再利用型ロケットの打ち上げ・着陸に成功：宇宙ミッションコ

スト大幅削減へ

#16 日本のSpace One、Kairosロケット3号機の失敗原因を静電気による通信中断と特定

#17 欧州コンソーシアム、月・火星居住向け透明な耐放射線ポリマー「LuminShield-X」を発表：放

射線被ばく70%削減



#18 日本のShimizu Corporation、月面赤道に巨大太陽光発電ベルト「ルナリング」構想を発表：地

球への電力送電を目指す

#19 NASA、月面拠点構築に向けた5つの技術分野で提案を募集：酸素抽出や先進製造技術など

#20 NASA、ISSの微小重力下で細胞・組織・微生物の生理学・遺伝子発現を研究する「Bioculture

System」を紹介

#21 NASA、軌道上ロボット溶接技術に投資：宇宙での大型構造物組立を推進し、持続可能な人類の

宇宙存在へ

#22 トランプ政権、国家宇宙輸送政策を発表：2030年までに年間1000回以上の打ち上げ・再突入目

標を設定

#23 Stoke Space、再利用型ロケット開発に向けシリーズEで10億ドル調達、総資金調達額23億ドル

に

#24 日本の宇宙産業が転換期に突入：政府投資倍増、戦略的資金1兆円超、タレント育成が課題

#25 ispace、月探査ミッション開発の運転資金として静岡銀行から30億円（2000万ドル）の融資を

確保

#26 中国Orienspace、山東省政府系ファンドから戦略的資金調達：Gravity-1ロケット開発と生産を

加速

#27 Amazon Leo、Arianespaceと追加6回のAriane 64打ち上げ契約締結、総計24回で低軌道コン

ステレーション強化

#28 SpaceX、Starlinkの5TBデータ上限を顧客からの強い反発を受け撤回

#29 NASA、Orion宇宙船の熱シールド「Avcoat」を高精度7軸ミリングマシンで詳細分析開始

#30 NASA、STARプログラムを通じて宇宙飛行実験のプリンシパル・インベスティゲーター向けトレ

ーニングを強化

#31 IBMとNASA、月面探査支援のためオープンソースAIモデル「Lunar Foundation Model」とデ

ータセットを公開

#32 Rocket Lab、年間16回目のElectron打ち上げに成功し、小型打ち上げプロバイダーの世界的リ

ーダーとしての地位を確固たるものに

#34 米運輸省、2035年までに年間1万回の宇宙打ち上げに対応する「SPACEタスクフォース」を発

足

#35 Lucintel、世界の宇宙半導体市場が2035年までに25.5億ドルに成長すると予測、アジア太平洋

が牽引

#36 モアヘッド州立大学の月面環境監視ステーション（LEMS）、NASAアルテミス月ミッションへの

搭載が正式承認

#38 Blue Origin、準軌道宇宙観光を一時停止し、NASAアルテミス計画向け月着陸機開発に注力



#39 Astroscaleフランス、Exotrailと1,320万ユーロでEutelsat OneWeb衛星のデブリ除去サブ契約

締結

#40 RedwireのRoll-Out Solar Arrays (ROSA)、NASA月軌道ステーションと2028年火星ミッショ

ンに採用され受注残高5億ドル超を達成

#41 Varda Space Industries、軌道上での医薬品製造と再突入カプセル事業を拡大、先進ミッション

と高頻度運用へ



#01 Varda Space Industries、軌道上ロボットラボで

高純度がん・HIV治療薬結晶を製造し再突入カプセル回収

に成功

概要

Varda Space Industriesは、微小重力環境下の軌道上ロボットラボで、がんやHIV治

療薬向けにより純粋で強力な結晶医薬品の製造に成功しました。同社は、製造された

医薬品を搭載した再突入カプセルの回収を実証し、地球上での製造が困難な医薬品の

オフワールドサプライチェーンの実現可能性を示しました。この成果は、医薬品製造

における宇宙環境のユニークな利点を活用し、医薬品開発に新たなフロンティアを開

くものです。これにより、宇宙が単なる探査から商業製造の場へと変革される道筋が

明確になりました。

公開日 2026年09月03日  Facebook (Varda Space Industries関連投稿)  アメリカ



詳細

主要成果

Varda Space Industriesは、微小重力下での医薬品製造に特化した軌道上ロボットラ

ボにおいて、高純度ながん治療薬およびHIV治療薬の結晶作成に成功しました。この成

果の最も重要な点は、製造された医薬品を搭載した再突入カプセルの回収にも成功した

ことで、地球上では困難または不可能な高純度医薬品の「オフワールド」サプライチェ

ーンが技術的に実証されたことにあります。

技術・臨床詳細

医薬品の結晶化プロセスは、重力の影響下では不純物の沈降や不均一な成長が起こりや

すく、結晶の純度や安定性に限界がありました。しかし、微小重力環境では、結晶がよ

りゆっくりと、より均一に成長するため、地球上では実現できないレベルの高純度かつ

強力な結晶構造を持つ医薬品を製造することが可能になります。Varda社のロボットラ

ボは、この微小重力環境を最大限に活用し、これまで開発が難しかった新規化合物の創

薬や既存薬の改良に貢献するものです。

背景・業界文脈

この取り組みは、宇宙を単なる科学探査や通信の場から、製造活動を行う新たな産業空

間へと変革する動きの一環です。再利用可能なロケット技術の進展による打ち上げコス

トの削減が、軌道上での製造を経済的に現実的なものにしつつあります。医薬品産業は

特に、微小重力下での結晶成長の利点に注目しており、がんやHIVといった難病に対す

るより効果的な治療薬の開発が期待されています。Varda Space Industriesの成功

は、この新興分野におけるリーディングカンパニーとしての地位を確固たるものにし、

今後の宇宙産業の多様化を象徴しています。



今後の展望

Varda Space Industriesは、今回実証された技術を基盤として、さらに多様な医薬品

の軌道上製造へと事業を拡大していく計画です。将来的には、より多くの種類の医薬品

が宇宙で製造され、地球上の医療現場に供給される「オフワールド」サプライチェーン

が確立される可能性があります。これにより、難治性疾患の治療法に革新がもたらさ

れ、製薬業界に新たな市場と価値が生まれることが期待されます。また、他の宇宙製造

企業にとっても、Vardaの成功は大きな推進力となり、宇宙経済全体の発展に寄与する

でしょう。

元記事: https://www.facebook.com/LiveQurious/posts/space-could-eventually-become-a-

place-where-scientists-manufacture-medicines-and/1568079161999121/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.facebook.com/LiveQurious/posts/space-could-eventually-become-a-place-where-scientists-manufacture-medicines-and/1568079161999121/
https://www.facebook.com/LiveQurious/posts/space-could-eventually-become-a-place-where-scientists-manufacture-medicines-and/1568079161999121/


#02 Varda SpaceとAxiomが軌道上製造ステーション

を建設、ZBLAN光ファイバー、医薬品、先進半導体を微

小重力下で生産

概要

Varda SpaceとAxiomを含む複数の航空宇宙スタートアップが、微小重力環境を利用

した軌道上製造ステーションの建設を進めています。これらのステーションでは、

ZBLAN光ファイバーケーブル、医薬品用高純度タンパク質結晶、先進的な半導体とい

った、地球上では達成困難な優れた特性を持つ材料の生産を目指しています。再使用

ロケットによる打ち上げコストの劇的な削減が、軌道上製造の経済的実現性を高め、

NASAからの多額の投資と2040年までに1兆ドル規模への宇宙経済成長予測が、この

新興産業の加速を後押ししています。この動きは、宇宙が新たな製造拠点として確立

されつつあることを示し、高機能材料の供給源に革新をもたらす可能性を秘めていま

す。

公開日 2026年09月09日  Facebook (複数の宇宙製造関連投稿)  アメリカ



詳細

主要成果

Varda SpaceやAxiomなどの主要な航空宇宙スタートアップが、微小重力環境を活用し

た軌道上製造ステーションの建設を積極的に進めています。これらの「宇宙工場」で

は、ZBLAN光ファイバーケーブル、医薬品用高純度タンパク質結晶、先進的な半導体な

ど、地球上では不可能な優れた特性を持つ材料の生産が実現されつつあります。重力の

影響がないことで、材料の結晶構造や純度が向上し、既存技術を凌駕する新素材の創出

が可能となります。

技術・臨床詳細

軌道上製造の核となるのは、微小重力環境が提供するユニークな物理的条件です。例え

ば、ZBLAN光ファイバーは地球上では重力による結晶化の不均一性により製造が困難

でしたが、宇宙空間ではより長く、より純粋なファイバーを生成できます。医薬品分野

では、高純度なタンパク質結晶はより効果的な薬剤設計につながり、半導体分野では、

地球の炉では不可能な均一な結晶成長により、次世代の高性能チップが期待されていま

す。これらの技術は、地球の産業では満たせないニッチな、しかし高価値な需要に応え

るものです。

背景・業界文脈

再使用可能なロケット技術の進展、特にSpaceXによる打ち上げコストの劇的な削減

は、軌道上製造の経済的実現性を大幅に高めました。NASAからの多額の投資は、この

分野の研究開発をさらに加速させています。市場調査では、宇宙経済全体が2040年ま

でに1兆ドル規模に成長すると予測されており、軌道上製造はその成長の重要な推進力

の一つと見なされています。各国政府や民間投資家も、この新たなフロンティアへの関

心を高めており、技術革新と商業化への競争が激化しています。



今後の展望

軌道上製造は、高付加価値材料の「オフワールド」サプライチェーンを確立し、地球上

のサプライチェーンリスクを軽減する可能性を秘めています。将来的には、月面や火星

での現地資源利用（ISRU）と組み合わせることで、より自律的で拡張性の高い宇宙産

業エコシステムが構築されるでしょう。これにより、医療、通信、エレクトロニクス、

エネルギーといった多岐にわたる地球上の産業に革新的な材料が供給され、人類の技術

的進歩と生活の質向上に貢献すると期待されています。

元記事: https://www.facebook.com/techcrunch/posts/if-you-want-to-manufacture-in-

spaceand-bring-the-products-back-againtheres-a-lim/1424130999580763/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.facebook.com/techcrunch/posts/if-you-want-to-manufacture-in-spaceand-bring-the-products-back-againtheres-a-lim/1424130999580763/
https://www.facebook.com/techcrunch/posts/if-you-want-to-manufacture-in-spaceand-bring-the-products-back-againtheres-a-lim/1424130999580763/


#03 NASA Artemis計画、LRO・Chandrayaan-1・

民間着陸機と協力し月面インフラを整備、ISRU技術で持

続可能な人類の月面拠点構築を加速

概要

NASAのArtemisプログラムは、LROやインドのChandrayaan-1といったロボットミ

ッション、およびIntuitive MachinesやAstroboticのような民間着陸機と連携し、将

来の有人月面ミッションに向けた重要なインフラを確立しています。2020年代後半ま

での月面での持続的な人類の存在を目指し、Lunar GatewayとSpaceXのHuman

Landing Systemが活用されます。特に、水氷やレゴリスなどの月面資源を燃料や建

設資材へと変換するISRU（現地資源利用）技術が、地球からの再補給への依存を減ら

し、月面拠点の自給自足と長期的な持続可能性の基盤を築いています。この進展は、

月が単なる探査対象から、恒久的な活動拠点へと移行する画期的な段階を示します。

公開日 2026年09月10日  Science/Tech Article (詳細不明、Facebook経由)  アメリカ



詳細

主要成果

NASAのArtemisプログラムは、ロボットミッションおよび民間宇宙企業との連携を通

じて、将来の有人月探査に向けた基幹インフラの整備を加速しています。特に、2020

年代後半までに月面に持続的な人類の存在を確立することを目指し、ISRU（現地資源

利用）技術を核として、地球からの再補給への依存を低減し、月面拠点の自給自足と長

期的な持続可能性を確立する基盤を構築しています。

技術・臨床詳細

月面インフラ整備には、月偵察オービター（LRO）やインドのチャンドラヤーン1号の

ようなロボット探査機による詳細な月面マッピングと資源探査が不可欠です。Intuitive

MachinesやAstroboticなどの民間企業による商業月面ペイロードサービス（CLPS）

着陸機は、物資輸送と技術実証を通じて、Artemisプログラムをサポートしています。

技術的重点は、月面の水氷やレゴリス（月の砂）といった資源を、飲料水、呼吸用の酸

素、ロケット燃料に変換するISRU技術にあります。これにより、長期間の月面滞在や

将来の火星ミッションのための燃料ステーションとしての月の役割が強化されます。

Lunar GatewayとSpaceXのHuman Landing System（HLS）は、月周回軌道上およ

び月面へのアクセスを担う重要な要素です。

背景・業界文脈

Artemisプログラムは、アポロ計画以来の米国による有人月探査の復活を意味し、今回

は国際的なパートナーシップと民間企業の参入が特徴です。これは、国家宇宙機関が探

査を主導しつつ、民間セクターの革新とコスト効率性を活用するという新たな宇宙開発

モデルを確立しています。月面資源の利用は、宇宙活動の持続可能性を高め、宇宙経済

を地球低軌道を超えて深宇宙へと拡大させる上で不可欠な要素です。国際協力と商業的

競争の両面から、月面は「最後のフロンティア」から「新たな居住・産業空間」へとそ

の役割を変えつつあります。



今後の展望

ISRU技術のさらなる成熟と実装は、月面基地の規模と機能性を飛躍的に向上させるで

しょう。月面の水氷資源の利用は、月を地球-火星間の交通ハブに変える可能性を秘め

ています。将来的には、月面インフラが深宇宙探査の出発点となり、太陽系のさらに遠

くへの有人ミッションを可能にするでしょう。この動きは、宇宙資源開発に関する国際

的な法規制の整備や、民間企業による宇宙活動のガバナンスといった新たな課題も生み

出しつつ、人類の宇宙への恒久的な進出を確実なものにしていきます。

元記事:

https://sanandres.uep.edu.py/ProductPdf/T8SZ0S/704540/Somebody%20Else%20Is%20On%20T

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://sanandres.uep.edu.py/ProductPdf/T8SZ0S/704540/Somebody%20Else%20Is%20On%20The%20Moon.pdf


#04 ESA、民間核廃棄物からアメリシウム241抽出に成

功し432年半減期の独自RTGを開発、深宇宙探査の独立

性を確立

概要

欧州宇宙機関（ESA）は、民間核廃棄物からアメリシウム241を抽出する技術を確立

し、独自の放射性同位体熱電発電機（RTG）の開発に成功しました。この新型RTG

は、従来のプルトニウム238の87.7年と比較して、432年という非常に長い半減期を

持つため、1世紀以上にわたる安定した電力供給を可能にします。この画期的な進展

は、プルトニウム238の希少性という課題を克服し、深宇宙核電源における特定の国

の独占を打破することで、月の暗い側での常設ロボットインフラや将来の恒星間ミッ

ションに理想的な電源を提供します。欧州はこれにより、独立した深宇宙ミッション

を遂行する能力を獲得し、惑星探査の地政学的なバランスを再構築する重要な一歩を

踏み出しました。

公開日 2026年09月11日  Science/Tech Article (詳細不明)  ヨーロッパ



詳細

主要成果

欧州宇宙機関（ESA）は、民間核廃棄物から核燃料アメリシウム241を抽出する画期的

な技術を開発し、これを動力源とする独自の放射性同位体熱電発電機（RTG）の製造に

成功しました。この新型RTGは、プルトニウム238に代わる持続可能な深宇宙電源とし

て機能し、その432年という長い半減期により、1世紀以上にわたる安定した電力供給

を可能にします。この技術的ブレークスルーは、深宇宙探査における欧州の独立性を確

立し、国際的な宇宙開発の地政学に大きな影響を与えます。

技術・臨床詳細

従来のRTGは、主に米国とロシアが独占するプルトニウム238を燃料としていました

が、この同位体は希少であり、供給に限りがありました。ESAが開発したアメリシウム

241 RTGは、民間原子力施設から発生する核廃棄物からアメリシウム241を効率的に

分離・精製する技術に裏打ちされています。このプロセスにより、プルトニウム238の

半減期87.7年を大幅に上回る432年の半減期を持つ電源を実現し、月の暗い側での常設

ロボットインフラや、複数世紀に及ぶ恒星間ミッションに理想的な、極めて長期間にわ

たる安定した電力供給を保証します。

背景・業界文脈

深宇宙探査ミッションでは、太陽光発電が利用できない遠方や日照条件の悪い環境にお

いて、RTGのような核電源が不可欠です。プルトニウム238の供給制約は、米国の

NASAを含む多くの宇宙機関にとって長年の課題でした。ESAのアメリシウム241

RTG開発は、この供給問題を緩和し、欧州が独自の深宇宙探査プログラムを独立して推

進できる能力を与えます。これは、宇宙技術の国際協力と競争のバランスを再定義し、

欧州が宇宙探査における戦略的自律性を高めるための重要なステップとなります。



今後の展望

アメリシウム241 RTGの成功は、欧州の将来の深宇宙ミッション、例えば木星の氷衛

星探査機や、太陽系外への恒星間プローブの設計に大きな柔軟性をもたらすでしょう。

また、月の極地など、極端な温度変化と長時間の夜に直面する環境での恒久的な基地や

ロボットインフラの構築にも寄与します。この技術は、核廃棄物の有効活用という側面

も持ち合わせ、宇宙開発における資源の持続可能性を高める可能性も示唆しています。

国際的な宇宙開発において、欧州の新たな影響力とリーダーシップを確立する画期的な

成果です。

元記事: https://theindex26.com/americium-241-rtg-esa-space-battery/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://theindex26.com/americium-241-rtg-esa-space-battery/


#05 NASA Artemis計画、2030年代半ばの月面基地に

向けヘリウム3・水氷など月面資源採掘技術を推進

概要

NASAのArtemisプログラムは、2030年代半ばまでに月の恒久基地設立を目指し、ヘ

リウム3、水氷、チタン、アルミニウムといった月面資源の探査に特化したロボットミ

ッションを支援しています。これらの資源は、核融合エネルギー、月面建設、ISRU

（現地資源利用）による燃料や酸素生成に不可欠であり、将来のミッションコストを

大幅に削減する可能性を秘めています。SpaceX、ispace、Astroboticなどの民間企

業も月面採掘用の着陸機やローバーの開発を進めており、宇宙ベース産業の発展とオ

フワールド資源のガバナンスに関する重要な議論を促進しています。この取り組み

は、月面を人類の持続的な活動拠点として確立するための基盤を築くものです。

公開日 2026年09月11日  Facebook (It's Science, Cosmic Curiosity)  アメリカ



詳細

主要成果

NASAのArtemisプログラムは、2030年代半ばまでに月面に恒久的な基地を設立する

野心的な目標に向け、ヘリウム3、水氷、チタン、アルミニウムといった主要な月面資

源の探査と採掘技術開発に注力しています。この戦略は、これらの資源を核融合エネル

ギー、建設資材、ISRU（現地資源利用）による燃料や酸素生成に活用することで、将

来のミッションコストを大幅に削減し、月面での持続的な人類の存在を可能にすること

を目的としています。

技術・臨床詳細

月面資源の探査には、高度なロボットミッションが不可欠です。これらのミッション

は、月の極域に存在する可能性のある水氷の分布を特定し、その抽出技術を検証しま

す。また、ヘリウム3は核融合発電のクリーンな燃料源として大きな期待が寄せられて

おり、月面レゴリスからこれを効率的に採取する技術が開発されています。さらに、チ

タンやアルミニウムといった金属は、月面での建設活動や現地製造（ in-situ

manufacturing）に利用され、地球からの資材供給への依存を減らします。SpaceX、

ispace、Astroboticといった民間企業は、月面着陸機やローバーを開発し、資源探査

および利用の実証を積極的に行っています。

背景・業界文脈

Artemisプログラムは、宇宙開発における政府機関と民間セクターの協調を象徴してお

り、これによりイノベーションが加速され、コスト効率が向上しています。月面資源の

利用は、深宇宙探査の持続可能性を高めるだけでなく、地球上の新たなエネルギー源や

材料供給源として、宇宙経済に1兆ドル規模の新たな市場を創出する可能性を秘めてい

ます。しかし、月面資源の採掘と利用に関する国際的な法的枠組みやガバナンスの確立

はまだ途上であり、今後の重要な課題となっています。



今後の展望

月面資源採掘技術の進展は、人類の月面への恒久的進出を可能にし、将来的には火星な

どの深宇宙探査への足がかりとなるでしょう。ヘリウム3の商業利用が実現すれば、地

球のエネルギー問題解決に貢献する可能性も開かれます。民間企業の参入は、競争とイ

ノベーションを促進し、月面資源の効率的な利用を加速させるとともに、宇宙ビジネス

の新たなモデルを確立します。この動きは、宇宙を単なる探査の場から、経済活動と産

業発展の新たなフロンティアへと転換させるものです。

元記事: https://www.facebook.com/ItisaScience/posts/nasa-is-backing-tools-that-can-

prospect-lunar-soil-for-useful-gases-and-material/122237694824051326/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.facebook.com/ItisaScience/posts/nasa-is-backing-tools-that-can-prospect-lunar-soil-for-useful-gases-and-material/122237694824051326/
https://www.facebook.com/ItisaScience/posts/nasa-is-backing-tools-that-can-prospect-lunar-soil-for-useful-gases-and-material/122237694824051326/


#06 BesxarがFalcon 9で宇宙半導体製造ハードウェア

を検証、Microchip Technologyは耐放射線部品ポート

フォリオを強化し深宇宙AIハードウェアも開発

概要

BesxarはSpaceXのFalcon 9ブースターを用いて半導体生産ハードウェアの軌道上検

証に成功し、宇宙ベース製造の実現に向けた一歩を踏み出しました。Microchip

Technologyは、FPGAやマイクロコントローラを含む、過酷な宇宙環境に耐える設計

の宇宙グレード耐放射線コンポーネントの広範なポートフォリオを提供し、深宇宙ミ

ッションの信頼性を向上させています。また、研究者たちは微小重力下でより純粋な

材料を用いた先進半導体製造を進めつつ、深宇宙向けの耐放射線フォトニックAIハー

ドウェアの開発にも取り組んでいます。この技術革新は、宇宙空間での演算能力とデ

バイスの耐久性を飛躍的に高めることで、今後の宇宙探査やインフラ構築に不可欠な

基盤を提供します。

公開日 2026年09月09日  Facebook (Besxar, Microchip Technology関連投稿)  アメリ

カ



詳細

主要成果

BesxarはSpaceXのFalcon 9ブースター上で半導体生産ハードウェアの軌道上検証に成

功し、宇宙空間での半導体製造の実現可能性を実証しました。また、Microchip

Technologyは過酷な宇宙環境に対応する宇宙グレード耐放射線コンポーネントのポー

トフォリオを強化しており、深宇宙ミッション向けの耐放射線フォトニックAIハードウ

ェアの開発も進んでいます。これらの進展は、宇宙での演算能力とデバイスの信頼性を

飛躍的に向上させ、今後の宇宙探査やインフラ構築に不可欠な基盤を提供します。

技術・臨床詳細

Besxarが検証した半導体生産ハードウェアは、微小重力下でより純粋な材料を用いた

先進半導体の製造を可能にします。これは、地球上での重力の影響による欠陥を避け、

高性能なデバイスを生み出すことを目指しています。Microchip Technologyが提供す

るFPGAやマイクロコントローラなどの耐放射線コンポーネントは、高エネルギー粒子

や宇宙線が飛び交う宇宙空間で、電子機器が誤動作したり故障したりするリスクを低減

するために特別に設計されています。深宇宙向けのフォトニックAIハードウェアは、光

を利用した演算により、従来の電子ベースのシステムよりも放射線耐性と処理効率を高

める可能性を秘めており、火星以遠の自律ミッションにとって重要です。

背景・業界文脈

宇宙産業の拡大に伴い、衛星や探査機に搭載される電子機器の性能と信頼性への要求は

増大しています。特に、長期ミッションや深宇宙環境では、放射線への耐性が不可欠で

あり、これまでの費用対効果の高い商用オフザシェルフ（COTS）部品の利用は制限さ

れてきました。宇宙での半導体製造や耐放射線技術の進展は、これらの課題を克服し、

宇宙船の設計の柔軟性を高めるとともに、宇宙ベースのコンピューティング能力を強化

するものです。これは、AIを活用した自律運用や大規模データ処理といった、未来の宇

宙ミッションの実現に不可欠な要素となります。



今後の展望

宇宙での半導体製造技術が成熟すれば、地球上では困難な高性能半導体の生産が可能に

なり、新たな市場が生まれる可能性があります。耐放射線フォトニックAIハードウェア

は、宇宙探査機が自律的に意思決定を行い、地球との通信遅延に左右されずにミッショ

ンを遂行するための鍵となります。これらの技術は、将来の月面基地や火星ミッショ

ン、さらには軌道上データセンターといった大規模宇宙インフラの構築を支える基盤技

術となるでしょう。宇宙空間が、単なる利用の場から、新たな価値を創造する製造・演

算拠点へと変貌する時代の到来を示しています。

元記事: https://www.facebook.com/SpaceFP/posts/besxar-has-successfully-validated-

semiconductor-production-hardware-aboard-a-fal/1125584029989652/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.facebook.com/SpaceFP/posts/besxar-has-successfully-validated-semiconductor-production-hardware-aboard-a-fal/1125584029989652/
https://www.facebook.com/SpaceFP/posts/besxar-has-successfully-validated-semiconductor-production-hardware-aboard-a-fal/1125584029989652/


#07 NASA、火星有人ミッション向けに展開可能な

「Spiderweave」と膨張式HIADを含む新型耐熱シール

ド技術を開発、LOFTIDがマッハ18で再突入成功

概要

NASAは、火星有人ミッションの安全な大気圏突入を実現するため、ADEPTシステム

用の展開可能な「Spiderweave」生地や膨張式極超音速大気減速機（HIAD）といっ

た新型耐熱シールド技術を開発・試験しています。これらの革新技術は、より大型の

ペイロードや有人宇宙船の安全な再突入を可能にすることを目指しています。特に、

膨張式耐熱シールドシステムLOFTIDは、マッハ18という極超音速での大気圏再突入

に成功し、将来の有人火星ミッションに向けた重要な技術的マイルストーンを達成し

ました。これにより、再使用可能な宇宙船の耐久性が向上し、火星やその他の惑星へ

の大規模な有人ミッションの実現可能性が大きく高まります。

公開日 2026年09月09日  Facebook (NASA, Sandia National Labs関連投稿)  アメリカ



詳細

主要成果

NASAは、将来の有人火星ミッションの安全な大気圏突入を可能にするため、画期的な

新型耐熱シールド技術の開発と試験を推進しています。これには、ADEPTシステム向け

の展開可能な「Spiderweave」生地や、膨張式極超音速大気減速機（HIAD）が含まれ

ます。特に、膨張式耐熱シールドシステムLOFTIDは、マッハ18という極超音速での大

気圏再突入に成功し、有人火星探査に向けた重要な技術的マイルストーンを達成しまし

た。

技術・臨床詳細

「Spiderweave」生地は、高温に耐える柔軟な繊維で構成され、宇宙船の周囲に展開

することで大気抵抗を増加させ、効率的な減速を可能にします。HIADは、再突入時に

膨張して宇宙船の表面積を拡大させ、大気との摩擦によって減速する技術です。これに

より、より大型のペイロードや有人カプセルでも、安全かつ高効率に大気圏に突入でき

ます。LOFTIDの成功は、この膨張式構造が極超音速の再突入環境下でも構造的完全性

を維持し、意図した減速性能を発揮できることを実証しました。Starshipの耐熱シール

ドには、軽量かつ優れた断熱性を持つエアロゲルとセラミック複合材が使用されてお

り、再利用可能な宇宙船の耐久性と性能を向上させています。

背景・業界文脈

惑星の大気圏突入は、宇宙ミッションにおける最も危険で技術的に困難な段階の一つで

す。特に火星のような希薄な大気を持つ惑星では、十分な減速を得るためにはより大型

の耐熱シールドが必要となりますが、これをロケットのフェアリング内に収めることが

課題でした。展開型や膨張型シールドは、この問題を解決し、これまで不可能だった大

型宇宙船や大量の物資を安全に輸送する道を拓きます。これは、火星への有人ミッショ

ンや月面基地建設といった、長期的な宇宙探査戦略において不可欠な技術であり、米国

が宇宙開発競争で優位に立つための重要な要素です。



今後の展望

新型耐熱シールド技術の進展は、火星への有人ミッションの実現可能性を大きく高める

とともに、月面への大型貨物輸送や、地球周回軌道からの再突入における安全性の向上

にも寄与します。これらの技術は、宇宙旅行のコストを削減し、宇宙船の再利用性を高

める上で中心的な役割を果たすでしょう。将来的には、これらの耐熱シールド技術が、

太陽系内の他の惑星への探査ミッションや、宇宙資源の採掘、さらには小惑星の捕獲と

いった、より野心的なプロジェクトにも応用される可能性があります。

元記事: https://www.facebook.com/100057500647545/posts/engineering-materials-capable-

of-surviving-3000-degree-planetary-entries-dr-kend/1555559393037401/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.facebook.com/100057500647545/posts/engineering-materials-capable-of-surviving-3000-degree-planetary-entries-dr-kend/1555559393037401/
https://www.facebook.com/100057500647545/posts/engineering-materials-capable-of-surviving-3000-degree-planetary-entries-dr-kend/1555559393037401/


#08 City Labs、SpaceX Falcon 9で世界初の商用核

動力衛星を打ち上げ成功、トリチウムベータボルタ電池で

太陽光に依存しない電力供給を実現

概要

City Labsは、SpaceX Falcon 9のライドシェアミッションにおいて、トリチウム崩

壊を利用したコンパクトなベータボルタ電池を搭載した世界初の商用核動力衛星の打

ち上げに成功しました。この画期的な技術は、太陽光に依存しない連続的かつ長期的

な電力源を宇宙で提供することを可能にします。これにより、厳しい環境下での衛星

運用、月面インフラ、深宇宙探査における電力供給の信頼性が飛躍的に向上します。

本成果は、かつて政府機関が独占していた宇宙核動力技術が商業企業によって実用化

された大きな転換点を示し、拡大する宇宙産業における信頼性の高い長期電力システ

ムの需要を満たす重要な一歩となります。

公開日 2026年09月10日  Wall Street Endeavor  アメリカ



詳細

主要成果

City Labsは、SpaceX Falcon 9ロケットのライドシェアミッションを利用し、世界初

の商用核動力衛星の打ち上げに成功しました。この衛星は、トリチウム崩壊を利用した

コンパクトなベータボルタ電池を搭載しており、太陽光に依存しない連続的で長期的な

電力供給を宇宙空間で実現する画期的な技術を実証しました。これは、宇宙の電力供給

システムにおける重要な進歩であり、商業宇宙産業が原子力時代に突入したことを明確

に示しています。

技術・臨床詳細

ベータボルタ電池は、放射性同位体（この場合はトリチウム）のベータ崩壊によって放

出される電子のエネルギーを直接電気エネルギーに変換する技術です。トリチウムは水

素の同位体であり、比較的安全で低エネルギーのベータ粒子を放出するため、コンパク

トな電力源として利用されます。この電池は、太陽光パネルが使えない長時間の月夜や

深宇宙環境、放射線レベルが高い場所など、極めて厳しい条件下での電力供給に最適で

す。その最大の利点は、燃料の再補給なしに数十年から1世紀以上にわたって安定した

電力を供給できる点にあります。

背景・業界文脈

これまで、宇宙における核動力源の開発と利用は、主に政府機関（例: NASAの放射性

同位体熱電発電機 RTG）によって独占されてきました。しかし、City Labsの成功は、

この高度な技術が商業企業によっても実用化され得ることを示しており、宇宙産業全体

の商業化という大きなトレンドの一部をなしています。太陽光発電は多くの宇宙ミッシ

ョンで利用されていますが、深宇宙や月の極地のような環境ではその有効性が限られる

ため、信頼性の高い長期的な電力システムが商業宇宙経済の拡大には不可欠です。



今後の展望

商用核動力衛星の実現は、宇宙インフラの耐久性と自律性を飛躍的に向上させ、広範な

応用分野を開拓します。通信衛星の寿命延長、月面基地や火星ミッションにおける電力

供給、そして深宇宙探査における新たな科学機器の動力源として活用されるでしょう。

この技術は、宇宙空間での人間の恒久的な居住や、宇宙資源の採掘といった、より野心

的な目標の実現に向けた重要な一歩となります。今後、同様の核動力システムを開発す

る商業企業の参入が加速し、宇宙の電力市場における競争とイノベーションがさらに進

むことが予想されます。

元記事: https://www.wallstreetendeavor.com/post/commercial-space-just-entered-the-

nuclear-age

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.wallstreetendeavor.com/post/commercial-space-just-entered-the-nuclear-age
https://www.wallstreetendeavor.com/post/commercial-space-just-entered-the-nuclear-age


#09 ISS微小重力研究ががん細胞3D培養と人工臓器検査

でがん治療を革新、軌道上での臨床グレード幹細胞・生物

学的製剤製造も加速

概要

国際宇宙ステーション（ISS）での微小重力研究が、がん細胞を3Dで培養し生体内挙

動を模倣することで、がん治療の画期的な進展をもたらしています。Wake Forest

Universityが開発した人工臓器を用いたがん検査技術は、新たなスクリーニングテス

トや治療法の開発を促進しています。同時にNASAは、微小重力環境下で臨床グレー

ドの幹細胞製造技術を改良しており、その成長と品質の改善を目指しています。製薬

会社は2026年までに、軌道上での複雑な生物学的製剤製造により、安定性と有効性を

飛躍的に向上させることを期待しており、宇宙が革新的な医療技術開発の新たなフロ

ンティアとなる可能性を示しています。

公開日 2026年09月06日  Facebook (Unbox Factory, NASA, Merck関連投稿)  アメリ

カ



詳細

主要成果

国際宇宙ステーション（ISS）で行われている微小重力研究が、がん治療分野に画期的

な進展をもたらしています。微小重力下では、がん細胞を3次元で培養し、より生体内

の環境に近い挙動を模倣できることが判明しました。これにより、Wake Forest

Universityが開発した人工臓器によるがん検査を含む、新たなスクリーニングテストや

治療法の開発が加速しています。さらに、NASAは微小重力下での臨床グレード幹細胞

製造技術の向上に努めており、製薬会社は2026年までに軌道上で生物学的製剤を製造

し、安定性と有効性を高めることを期待しています。

技術・臨床詳細

がん細胞を3D培養することで、薬剤に対する反応や腫瘍の成長パターンをより正確に

評価できるようになります。地球上の2D培養では見られない細胞間の相互作用や微細

環境の影響を再現できるため、より効果的な抗がん剤の発見につながる可能性が高まり

ます。Wake Forest Universityの人工臓器を用いたがん検査は、患者に個別化された

治療戦略を立てる上で重要な情報を提供するでしょう。また、微小重力下で製造される

幹細胞は、地球上で培養するよりも均一で質の高い細胞集団を得られる可能性があり、

再生医療や疾患治療への応用が期待されます。生物学的製剤の安定性向上は、保存期間

の延長や副作用の低減に繋がり、患者へのアクセス向上に貢献します。

背景・業界文脈

微小重力環境は、細胞培養、組織工学、結晶成長など、様々な生物学的プロセスにユニ

ークな利点をもたらします。地球上の重力は、細胞の形状、成長、分化に影響を与え、

均一なサンプルを得ることを難しくします。ISSのような軌道上プラットフォームは、

この問題に対する理想的なソリューションを提供します。製薬業界やバイオテクノロジ

ー企業は、宇宙での研究開発に投資することで、地上では達成できない新たな知見や製

品を求めています。NASAや学術機関との連携は、この分野の技術革新をさらに推進す

る力となっています。



今後の展望

ISSでの微小重力研究は、がん治療だけでなく、多岐にわたる疾患に対する新たな診断

法や治療法の開発に貢献するでしょう。将来的には、軌道上での医薬品製造が一般化

し、特定の疾患に特化したカスタムメイドの薬剤供給が可能になるかもしれません。さ

らに、3Dバイオプリンティング技術と組み合わせることで、微小重力下で成長させた

均一な生体組織を用いて、移植可能な人工臓器の開発が進む可能性もあります。これら

の技術は、人類の健康と医療の未来を大きく変革するポテンシャルを秘めており、宇宙

が単なる探査の場から、医療イノベーションの中心地へと変貌する未来を示唆していま

す。

元記事: https://www.facebook.com/historicalfiles/posts/inside-a-pressurized-module-moving-

at-17500-miles-per-hour-scientists-were-tryin/1427782136205020/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.facebook.com/historicalfiles/posts/inside-a-pressurized-module-moving-at-17500-miles-per-hour-scientists-were-tryin/1427782136205020/
https://www.facebook.com/historicalfiles/posts/inside-a-pressurized-module-moving-at-17500-miles-per-hour-scientists-were-tryin/1427782136205020/


#10 SpaceX Starship、再利用性考慮のAxiomシリカ

タイル（エアロゲル・セラミック複合材）で大気圏再突入

時の極限熱に耐える先進熱防御システムを実証

概要

SpaceXのStarshipは、地球大気圏再突入時の極度の熱に対応するため、再利用性を

考慮した先進的な熱防御システム（TPS）として、エアロゲルとセラミック複合材か

らなるAxiomシリカタイルを採用しています。この技術は、深宇宙ミッションや高ス

トレスな再突入において、再利用可能な宇宙船部品が熱サイクルや疲労に耐えることを

可能にします。空力ブレーキや制御された降下角度と、これらの特殊な材料の組み合

わせにより、極端な摩擦加熱にもかかわらず安全な帰還が保証され、再利用可能な宇

宙輸送の信頼性と経済性を飛躍的に向上させます。

公開日 2026年09月04日  Facebook (SpaceX関連投稿)  アメリカ



詳細

主要成果

SpaceXのStarshipは、地球大気圏再突入時に宇宙船が経験する極度の熱負荷に対し、

再利用性を考慮した先進的な熱防御システム（TPS）を実証しています。このシステム

の中核をなすのは、エアロゲルとセラミック複合材からなるAxiomシリカタイルであ

り、これにより深宇宙ミッションや高ストレスな大気圏再突入においても、再利用可能

な宇宙船部品が熱サイクルや疲労に耐えうることが可能になります。

技術・臨床詳細

Axiomシリカタイルは、優れた断熱性と軽量性を両立させるために、革新的なエアロゲ

ル技術と高強度セラミック複合材を組み合わせて設計されています。エアロゲルはその

微細な多孔質構造により、非常に低い熱伝導率を実現し、外部の高温を内部に伝達する

のを効果的に防ぎます。セラミック複合材は、再突入時の機械的ストレスと高温環境に

耐える構造的完全性を提供します。このタイルの効果は、空力ブレーキや精密に制御さ

れた降下角度と組み合わされることで最大限に発揮され、極端な摩擦加熱にもかかわら

ず宇宙船の安全な帰還を保証します。これにより、Starshipは複数回の再利用が可能と

なり、宇宙輸送のコスト効率を劇的に向上させます。

背景・業界文脈

再利用可能な宇宙船の開発は、宇宙輸送のコスト削減とアクセス性向上の鍵となりま

す。アポロ計画以来の使い捨て型宇宙船から、スペースシャトル、そして現在のFalcon

9やStarshipへと、耐熱シールド技術は常に進化してきました。特に、Starshipのよう

な超大型再利用可能宇宙船では、広範囲な表面積が極限の熱に晒されるため、高性能か

つ耐久性のあるTPSが不可欠です。材料科学の進展と高度な熱マネジメント戦略の融合

が、この技術的課題を克服し、持続可能な宇宙探査の基盤を築いています。



今後の展望

Starshipの先進的なTPS技術は、将来の有人火星ミッションや月面基地建設に必要な大

規模な貨物輸送の実現を後押しします。再利用性の向上は、打ち上げ頻度を大幅に増加

させ、宇宙経済全体を活性化させるでしょう。また、この耐熱材料と設計思想は、他の

再利用可能ロケットや惑星間輸送システムにも応用される可能性があり、宇宙旅行や宇

宙産業のさらなる発展に貢献します。究極的には、これらの技術革新が、人類の太陽系

全体への永続的な進出を可能にする上で不可欠な要素となることが期待されます。

元記事: https://www.facebook.com/100011170337893/posts/powerful-new-magnetic-

system-could-help-spacecraft-survive-the-brutal-heat-of-re/2907488592966790/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.facebook.com/100011170337893/posts/powerful-new-magnetic-system-could-help-spacecraft-survive-the-brutal-heat-of-re/2907488592966790/
https://www.facebook.com/100011170337893/posts/powerful-new-magnetic-system-could-help-spacecraft-survive-the-brutal-heat-of-re/2907488592966790/


#11 水素豊富なナノ複合材料「Plasteel」が宇宙放射線

遮蔽で40%軽量化、コスト15倍削減を実現

概要

宇宙環境の過酷な放射線、温度、塵、真空などの条件に対応するため、新たなナノ材

料技術が注目されています。特に、水素豊富なナノ複合材料「Plasteel®」は、従来の

放射線耐性システムと比較して約40%の質量削減と最大15倍のコスト削減を実現しな

がら同等の保護を提供します。この材料は、窒化ホウ素ナノチューブ（BNNTs）によ

る中性子吸収、炭素ナノチューブによる構造強化、グラフェンによる熱伝導・EMI遮蔽

などの機能を統合しています。Plasteel®は既にAxiom Space、Quantum Space、

SpaceX、DeimosのミッションでAI対応GPUやフライトコンピューターの保護に軌道

上で実証されており、長期宇宙ミッションにおける電子機器の信頼性と費用対効果を

大幅に向上させます。

公開日 2026年09月03日  AZoQuantum  不明



詳細

主要成果：超軽量ナノ複合材料「Plasteel®」による画期的な放射線遮蔽

宇宙環境の過酷な放射線から電子機器を保護するため、水素豊富なナノ複合材料

「Plasteel®」が開発されました。この新素材は、従来の放射線遮蔽システムと比較し

て、同等の保護性能を約40%の質量で提供し、コストを最大15倍削減できるという画

期的な特性を示しています。Cosmic Shielding Corporationによって発表されたこの

技術は、宇宙探査の持続可能性と経済性に大きく貢献するものです。

技術詳細：ナノ材料の多機能性と応用

Plasteel®は、複数のナノ材料の特性を組み合わせることで高性能な放射線遮蔽を実現し

ています。水素豊富な特性は、宇宙の主要な放射線源であるプロトン（陽子）や高エネ

ルギー粒子を効果的に減速・吸収します。さらに、窒化ホウ素ナノチューブ（BNNTs）

は高い構造強度を持ちながら強力な中性子吸収能力を発揮し、炭素ナノチューブ

（CNTs）は高強度・軽量複合材の強化に寄与します。グラフェンは優れた熱伝導性と

電磁干渉（EMI）遮蔽を提供し、ナノコーティングは原子状酸素による劣化やマイクロ

メテオロイドの衝撃から宇宙船表面を保護します。この多機能性は、AI対応GPU、フラ

イトコンピューター、画像システムなど、多様なCOTS（商用オフザシェルフ）電子機

器およびAIハードウェアの保護に適用され、すでにAxiom Space、Quantum

Space、SpaceX、Deimosなどのミッションで軌道上実証済みです。

背景・業界文脈：深宇宙ミッションの要件と商業宇宙のニーズ

月や火星への有人ミッション、長期的な軌道上プラットフォームの構築が進むにつれ

て、宇宙環境に耐えうる堅牢かつ軽量な材料の需要が高まっています。特に、高価なカ

スタム製の放射線耐性電子機器ではなく、低コストで高性能なCOTS製品を宇宙で利用

可能にすることは、宇宙産業全体の発展にとって極めて重要です。Plasteel®のような技

術は、打ち上げコストを削減し、ペイロードの柔軟性を高めることで、商業宇宙セクタ

ーの拡大を強力に後押しします。



今後の展望：長期宇宙居住と広範な産業への影響

Plasteel®の登場は、将来の深宇宙ミッションにおける宇宙飛行士の安全確保と、宇宙

空間での高度な電子機器の使用範囲を広げる上で不可欠な要素となるでしょう。特に、

長期的な月面基地や火星居住地の建設において、居住モジュールや電力システムの保護

に役立つだけでなく、宇宙データセンターや軌道上製造施設など、新たな宇宙経済イン

フラの実現に貢献します。この材料技術は、宇宙産業だけでなく、地球上での高放射線

環境下での応用（例: 原子力施設）や、極限環境で動作する電子機器の信頼性向上にも

大きな影響を与える可能性があります。

元記事: https://www.azoquantum.com/Article.aspx?ArticleID=745

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.azoquantum.com/Article.aspx?ArticleID=745


#12 NASAの有人月面着陸計画「Artemis III」が2027

年に地球低軌道での着陸機リハーサルに延期、月面着陸は

Artemis IVで2028年に

概要

NASAの月面着陸計画Artemis IIIミッションが、当初予定されていた月面着陸から

2027年の地球低軌道での着陸機リハーサルに再定義されました。この変更は、深宇宙

着陸技術の開発遅延によるもので、月面への人類の帰還はArtemis IVミッションの

2028年に延期されることになります。Artemis IIIは、2026年4月に月を周回した

Artemis IIに続く2番目の有人ミッションとして、オリオン宇宙船とBlue Originおよ

びSpaceXが製造する2つの月着陸機を使用して2週間のミッションを遂行する予定で

す。この再定義は、安全性を最優先し、将来の月面探査の持続可能性を確保するため

の戦略的な判断を反映しています。

公開日 2026年09月09日  Britannica  アメリカ



詳細

主要成果：Artemis IIIミッションの再定義と月面着陸の延期

NASAの有人月面着陸計画「Artemis III」ミッションが、当初予定されていた月面着陸

から2027年の地球低軌道での着陸機リハーサルへと再定義されました。これにより、

月への人類の帰還は、Artemis IVミッションを通じて2028年に延期されることとなり

ます。この決定は、深宇宙着陸技術の開発における遅延を考慮し、乗組員の安全とミッ

ションの成功を最優先するために行われた戦略的なものです。

技術・臨床詳細：着陸機リハーサルと多岐にわたるパートナーシップ

Artemis IIIミッションでは、フランク・ルビオを含む4人のクルーが、月面着陸システ

ムのテストに焦点を当てます。このミッションは、オリオン宇宙船と、Blue Originお

よびSpaceXが製造する2つの異なる月着陸機（HLS: Human Landing System）を統

合して使用する予定です。ミッション期間は2週間が計画されており、地球低軌道での

着陸機リハーサルを通じて、これらの複雑なシステムの運用手順、安全性、および性能

を徹底的に評価します。異なる商業パートナーからの着陸機を採用することで、技術的

な冗長性と競争を促進し、将来のミッションにおける信頼性とコスト効率の向上を目指

します。このアプローチは、月面着陸という極めて困難な目標達成に向けたリスク軽減

策の一環です。

背景・業界文脈：Artemis計画の進化と商業宇宙の役割

Artemis計画は、NASAが人類を再び月へ送り込み、持続的な月面プレゼンスを確立す

ることを目的とした大規模な取り組みです。2026年4月に月を周回したArtemis IIミッ

ションの成功は、この計画における重要な一歩でした。しかし、月面着陸機の開発は技

術的な課題が多く、SpaceXのStarshipやBlue OriginのBlue Moonなど、複雑なシス

テムの統合とテストには時間を要します。今回のミッションプロファイルの変更は、こ

のような大規模かつ先進的な宇宙開発プロジェクトにおける現実的な調整であり、技術

的成熟度を確保するための慎重なアプローチを示しています。また、民間企業が主要な

役割を担う商業宇宙時代において、政府機関と民間セクターとの連携が不可欠であるこ

とを浮き彫りにしています。



今後の展望：月面への持続的帰還と深宇宙探査の基盤構築

Artemis IIIおよびArtemis IVミッションの再定義は、月面への持続的な人類の帰還、さ

らには火星への有人探査に向けた強固な基盤を構築するための重要なステップです。地

球低軌道での着陸機リハーサルは、月面着陸の成功確率を最大化し、宇宙飛行士の安全

を保障するために不可欠です。この慎重なアプローチは、過去の有人宇宙飛行の教訓か

ら導き出されたものであり、将来の深宇宙探査における長期的な成功を見据えていま

す。この計画の進展は、月面における科学研究、資源活用、国際協力の可能性を大きく

広げ、人類の宇宙への野心を新たなレベルへと引き上げるでしょう。

元記事: https://www.britannica.com/event/Artemis-III

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.britannica.com/event/Artemis-III


#13 月面電力システムの未来を拓く材料技術：放射線耐

性ペロブスカイト太陽電池が85%以上の効率維持

概要

将来の月面基地の電力供給は、極端な温度、真空、放射線、研磨性の塵に耐えうる革

新的な材料技術に依存します。今回のレビューでは、月面での発電、貯蔵、送電をサ

ポートする放射線耐性太陽光発電（PV）システムやレゴリスベースの熱貯蔵、月由来

の導体などのISRU互換材料の可能性が強調されています。特にペロブスカイトベース

のタンデムPVアーキテクチャは、プロトン照射後も85%以上の効率を維持することが

示され、月面環境における高い耐久性と効率を実証しました。これらの材料は、打ち

上げ質量を大幅に削減し、より強靭で自立した月面エネルギーインフラの構築を可能

にします。

公開日 2026年09月04日  AZoM  不明



詳細

主要成果：月面電力システム向け放射線耐性ペロブスカイト太陽電池の85%効率維

持

将来の月面基地のエネルギーインフラを支える上で、極端な温度、放射線、真空、研磨

性のある塵といった過酷な環境に耐える材料技術が不可欠であることが強調されていま

す。特に、ペロブスカイトベースのタンデム太陽光発電（PV）アーキテクチャが、プロ

トン照射後も初期効率の85%以上を維持する高い放射線耐性を示し、月面環境下での長

期運用に有望な候補であることが明らかになりました。

技術・臨床詳細：ISRU互換材料と革新的なPV技術

このレビューでは、月面での発電、貯蔵、送電をサポートするための様々なISRU（In-

Situ Resource Utilization）互換材料が取り上げられています。放射線耐性のある太陽

光発電システムは、長期間にわたる月面の昼間での安定した電力供給を可能にします。

レゴリス（月面土壌）ベースの熱貯蔵システムは、極低温となる月面の夜間に基地を暖

め、電力需要を賄うための熱エネルギーを蓄えます。また、月由来の材料から製造され

た導体は、地球からの資材輸送を最小限に抑え、打ち上げ質量を削減する上で極めて重

要です。ペロブスカイトタンデムPVは、その高い効率と、従来のシリコン系太陽電池が

直面する放射線劣化に対する優れた耐性により、月面という特殊な環境で求められる要

件をクリアする可能性を秘めています。これは、プロトン照射下でわずかな効率低下に

留まるという重要な知見に基づいています。

背景・業界文脈：持続可能な月面探査への道

NASAのArtemis計画など、国際的な月面探査の機運が高まる中で、月面での持続可能

な人類の存在を確立することが喫緊の課題となっています。そのためには、地球からの

補給に極力依存しない、自律的なインフラ、特に安定した電力供給システムが不可欠で

す。ISRU互換材料や放射線耐性PV技術の開発は、月面での長期滞在を可能にし、さら

には火星などの深宇宙探査への足がかりとなるでしょう。これらの技術は、将来の宇宙

経済の発展に直接貢献し、宇宙開発のコストとリスクを低減する上で中心的な役割を果

たすと期待されています。



今後の展望：月面インフラ構築と新たな産業創出

これらの材料技術の進展は、月面での恒久的な基地、科学実験施設、さらにはレゴリス

採掘や資源加工のためのインフラ構築を加速させます。特に、高効率で耐久性のある電

力システムは、月面での通信、生命維持、輸送、および建設活動の基盤となります。こ

れにより、月面は新たな経済活動のフロンティアとなり、宇宙資源の利用や宇宙観光と

いった新産業の創出に貢献する可能性があります。技術革新は、人類が太陽系全体へと

活動範囲を広げるための重要な一歩となるでしょう。

元記事: https://www.azom.com/news.aspx?newsID=65756

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.azom.com/news.aspx?newsID=65756


#14 中国LandSpace、メタン燃料再利用型ロケット

「Zhuque-3」第1段着陸に成功：SpaceXに次ぐ快挙

概要

中国の商業宇宙企業LandSpace Technology Co., Ltd.は、2026年8月19日に打ち上

げられた再利用型ロケット「Zhuque-3（朱雀3号）」の第1段が、指定された回収エリ

アへの着陸に成功したと発表しました。これは、中国初のロケット第1段の陸上回収お

よび着陸脚を用いた回収成功であり、SpaceXとBlue Originに続く世界で3番目のメ

タン燃料再利用型ロケットの成功事例となります。この重要なブレークスルーは、中

国の商業宇宙セクターにおける再利用型ロケット技術の成熟と、将来的な宇宙輸送コ

ストの大幅な削減に貢献する可能性を秘めています。

公開日 2026年09月04日  中国科技网  中国



詳細

主要成果：LandSpace、再利用型ロケットZhuque-3第1段着陸成功

中国の商業宇宙企業LandSpace Technology Co., Ltd.は、メタン燃料再利用型ロケッ

ト「Zhuque-3（朱雀3号）」の第1段が、2026年8月19日の打ち上げ後に指定された陸

上回収エリアへの着陸に成功したことを発表しました。この快挙は、中国初のロケット

第1段の陸上回収および着陸脚を用いた回収成功を意味し、SpaceX、Blue Originに次

ぐ世界で3番目のメタン燃料再利用型ロケット着陸成功企業となります。これにより、

中国の商業宇宙産業は、再利用型ロケット技術において重要なブレークスルーを達成

し、宇宙輸送コストの劇的な削減とアクセスの向上への道を開きました。

技術詳細：メタン燃料と垂直着陸技術の統合

Zhuque-3ロケットは、液体メタンと液体酸素を推進剤とする再利用型ロケットであ

り、SpaceXのStarshipやBlue OriginのNew Glennと同様に、垂直離着陸（VTVL）

技術を採用しています。メタン燃料は、高い推力効率、冷却性の良さ、再利用における

炭素残留物の少なさなど、再利用型ロケットにとって理想的な特性を持っています。今

回の成功は、第1段を正確に制御し、推進剤を効率的に使用して、指定された着陸地点

へ軟着陸させる高度な誘導・制御技術、および信頼性の高い着陸脚システムの開発が成

功したことを示しています。この技術は、打ち上げられたロケットの主要な構成要素を

回収・再利用することで、ロケット製造コストと運用コストを大幅に削減し、宇宙への

アクセスをより手頃なものにすることを目指しています。

背景・業界文脈：中国商業宇宙セクターの躍進

中国の商業宇宙セクターは近年、政府の支援と民間投資の加速により急速な発展を遂げ

ています。LandSpaceのZhuque-3の成功は、同国の宇宙産業が、従来の国営主導型か

ら商業化へと大きく舵を切っていることを象徴するものです。SpaceXの成功が世界の

宇宙輸送市場を再定義したように、LandSpaceの再利用型ロケット技術の確立は、中

国がグローバルな宇宙競争において主要なプレーヤーとしての地位を固める上で不可欠

です。CAS SpaceやGalactic Energyといった他の中国商業宇宙企業も軌道投入に成功

し、IPO申請を進めるなど、エコシステム全体が活性化しています。



今後の展望：宇宙輸送の民主化と国際競争の激化

Zhuque-3の第1段着陸成功は、中国の宇宙輸送能力を劇的に向上させ、衛星打ち上げ

や将来の宇宙ステーションへの物資輸送コストを大幅に削減する可能性を秘めていま

す。これは、低軌道衛星コンステレーションの展開や、月・火星探査ミッションの商業

化を加速させるでしょう。今後、LandSpaceは再利用可能なロケットの飛行頻度と信

頼性を高め、SpaceXやBlue Originとの国際競争をさらに激化させることが予想されま

す。この技術革新は、宇宙へのアクセスを「民主化」し、より多くの国や企業が宇宙を

利用できる新時代を切り開くものとなります。

元記事: https://www.stdaily.com/web/English/2026-09/05/content_575075.html

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.stdaily.com/web/English/2026-09/05/content_575075.html


#15 Honda、日本初の民間企業として再利用型ロケット

の打ち上げ・着陸に成功：宇宙ミッションコスト大幅削減

へ

概要

Hondaは、日本初の民間企業として再利用型ロケットの打ち上げと着陸に成功し、航

空宇宙イノベーションにおける重要なマイルストーンを達成しました。この技術は、宇

宙ミッションのコストを大幅に削減し、効率を高めることで、商業および科学プロジ

ェクトにとって宇宙をより利用しやすくします。Hondaの成功は、日本のグローバル

な宇宙開発における役割を強化し、民間企業が宇宙探査を主導する時代を示唆してい

ます。

公開日 2026年09月05日  Facebook  日本



詳細

主要成果：Honda、日本初の民間企業として再利用型ロケットの打ち上げ・着陸

に成功

Hondaは、日本初の民間企業として再利用型ロケットの打ち上げと着陸に成功し、航空

宇宙産業における革新的なマイルストーンを達成しました。この成果は、JAXA（宇宙

航空研究開発機構）のRV-X実験ロケット技術を活用したもので、宇宙ミッションのコ

ストを大幅に削減し、宇宙へのアクセス効率を飛躍的に向上させる可能性を秘めていま

す。Hondaの今回の成功は、日本の宇宙開発における民間企業の役割を大きく強化し、

新たな商業宇宙時代の到来を告げるものです。

技術詳細：高度なロケット再利用技術とコスト削減効果

Hondaが成功させた再利用型ロケット技術は、高度な誘導・制御システムと、垂直離着

陸（VTVL）を実現するエンジン再点火能力が核となっています。これにより、ロケッ

トの第一段が打ち上げ後に地上へと正確に帰還し、再利用が可能となります。従来の使

い捨てロケットに比べて、ロケットの製造コストや整備コストを大幅に削減できるた

め、一回の打ち上げにかかる費用が劇的に低下します。これにより、頻繁な打ち上げが

可能となり、衛星コンステレーションの構築や、宇宙での材料実験、観光など、多様な

商業および科学プロジェクトの経済的ハードルが下がることが期待されます。この技術

は、特に民間企業が独自の宇宙輸送能力を持つ上で不可欠な要素です。

背景・業界文脈：日本の宇宙産業における転換期

日本の宇宙産業は現在、政府の積極的な投資と民間企業の参入加速により、大きな転換

期を迎えています。過去4～5年間で政府投資は倍増し、宇宙関連の戦略的資金が1兆円

を超えています。Hondaのような自動車メーカーが航空宇宙分野に進出し、再利用型ロ

ケット技術で成功を収めたことは、従来の枠を超えた産業融合の象徴です。これは、宇

宙が単なる科学研究の場ではなく、経済成長、国家のレジリエンス、安全保障に不可欠

な戦略的産業と見なされるようになったことを反映しています。他の日本の宇宙スター

トアップも株式公開やM&Aを経験するなど、エコシステム全体が成熟しつつあります。



今後の展望：グローバルな宇宙競争における日本の存在感向上

Hondaの再利用型ロケットの成功は、グローバルな宇宙輸送市場における日本の競争力

を高める上で極めて重要です。SpaceXのような海外企業が先行する中で、日本も独自

の再利用技術を確立することで、宇宙への自律的なアクセスを確保し、国際的なプレゼ

ンスを強化できます。この技術革新は、将来の月面探査、宇宙太陽光発電、宇宙ゴミ除

去などの大規模プロジェクトにおいて、日本が主導的な役割を果たすための基盤を築く

ものです。また、宇宙分野での技術革新は、自動運転、ロボティクス、新素材開発な

ど、Hondaのコアビジネスにもフィードバックされ、多岐にわたる技術シナジーを生み

出すでしょう。

元記事: https://www.facebook.com/spaceagency.blog/posts/japan-takes-a-major-step-

toward-reusable-spaceflight-jaxas-rv-x-experimental-roc/1076942498416991/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.facebook.com/spaceagency.blog/posts/japan-takes-a-major-step-toward-reusable-spaceflight-jaxas-rv-x-experimental-roc/1076942498416991/
https://www.facebook.com/spaceagency.blog/posts/japan-takes-a-major-step-toward-reusable-spaceflight-jaxas-rv-x-experimental-roc/1076942498416991/


#16 日本のSpace One、Kairosロケット3号機の失敗

原因を静電気による通信中断と特定

概要

東京を拠点とする宇宙スタートアップSpace Oneは、2026年3月に打ち上げられた小

型固体燃料ロケット「Kairos」3号機の失敗原因が、ロケット内部に蓄積した静電気

による電気的ノイズだった可能性が高いと発表しました。この静電気が機載デバイス

間の通信を一時的に中断させ、安全システムが異常を検知してロケットの破壊コマン

ドを誤ってトリガーしたと結論付けられています。Space Oneは、静電気の蓄積を防

ぐための材料変更と安全システム設定の見直しを行い、次の打ち上げに向けて対策を

講じる計画です。この分析結果は、小型ロケットの信頼性向上に向けた重要な教訓と

なります。

公開日 2026年09月06日  Japan News (Yomiuri Shimbun)  日本



詳細

主要成果：Space One、Kairosロケット3号機の失敗原因を静電気による通信中

断と特定

日本の宇宙スタートアップSpace One Co.は、2026年3月に打ち上げられた小型固体

燃料ロケット「Kairos」3号機の失敗原因が、ロケット内部に蓄積した静電気による電

気的ノイズだった可能性が高いと発表しました。この電気的ノイズが機載デバイス間の

通信を一時的に中断させ、その結果、ロケットの安全システムが異常を検知し、機体破

壊を自動的にトリガーしたと結論付けています。この特定の原因解明は、今後のロケッ

ト開発における信頼性向上に向けた重要な一歩となります。

技術詳細：静電気の影響と安全システムの誤作動

Kairosロケットの事故調査では、打ち上げ中にロケット内部の特定の箇所で静電気が異

常に蓄積し、それが電磁干渉（EMI）を引き起こしたことが判明しました。このEMI

は、ロケットの飛行を制御する主要なアビオニクスシステム間のデータ通信を一時的に

阻害しました。ロケットに搭載されている自律飛行安全システム（AFSS）は、飛行経

路からの逸脱やシステム異常を検知した場合に、地上への危険を避けるためにロケット

を破壊するよう設計されています。今回のケースでは、静電気による通信途絶がAFSS

に「システム異常」と誤認識され、結果として誤った破壊コマンドが実行されたと考え

られています。Space Oneは、この問題に対処するため、静電気の発生を抑制する新た

な材料をロケット構造に採用し、AFSSの感度設定と誤作動防止ロジックの見直しを行

う計画です。

背景・業界文脈：小型ロケット市場の競争と信頼性

小型ロケット市場は、小型衛星の需要増加に伴い、世界的に競争が激化しています。

Space Oneは、日本の民間企業による初の商業衛星打ち上げを目指してKairosロケッ

トを開発しており、今回の失敗は、その目標達成に向けた大きな課題となりました。し

かし、迅速な原因究明と対策の発表は、宇宙産業における安全基準と信頼性向上へのコ

ミットメントを示すものです。同様の静電気問題は、過去にも他のロケット打ち上げで

報告されており、特に軽量で複合材料を多用する小型ロケットにおいては、設計段階で

の電磁適合性（EMC）と静電気放電（ESD）対策の重要性が改めて浮き彫りになりま

した。



今後の展望：再発防止策と日本の宇宙開発への影響

Space Oneは、静電気対策を含む新たな設計変更を反映させたKairosロケットの改良

を進め、次の打ち上げ機会を模索するでしょう。この経験は、同社だけでなく、日本の

他の宇宙開発企業にとっても貴重な教訓となり、ロケットシステムの堅牢性向上と安全

基準の強化に貢献するはずです。打ち上げ失敗からの迅速な学習と技術的改善は、日本

の宇宙産業が国際競争力を維持し、信頼できる宇宙輸送サービスプロバイダーとしての

地位を確立するために不可欠です。成功裏に再打ち上げを達成できれば、それは日本の

商業宇宙セクターにとって大きな信頼回復となるでしょう。

元記事: https://japannews.yomiuri.co.jp/science-nature/technology/20260907-347367/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://japannews.yomiuri.co.jp/science-nature/technology/20260907-347367/


#17 欧州コンソーシアム、月・火星居住向け透明な耐放

射線ポリマー「LuminShield-X」を発表：放射線被ばく

70%削減

概要

欧州の研究コンソーシアムは、月や火星の居住環境向けに、革新的な透明な放射線遮

蔽ポリマー「LuminShield-X」を発表しました。この新素材は、既存の不透明な遮蔽

方法と比較して放射線被ばくを70%削減しつつ、高い光学的な透明性を維持し、居住

空間への自然光の取り込みを可能にします。また、マイクロメテオロイドの衝撃に対

する耐性も備えており、将来の宇宙居住の安全性と心理的な快適性を根本的に向上さ

せる可能性を秘めています。これは、宇宙飛行士の健康維持と長期滞在の質を高める

重要な技術ブレークスルーです。

公開日 2026年09月07日  artemis tokyo  欧州



詳細

主要成果：欧州コンソーシアム、月・火星居住向け透明な耐放射線ポリマー

「LuminShield-X」を発表

欧州の研究コンソーシアムは、月や火星の居住環境向けに特別に設計された画期的な透

明な放射線遮蔽ポリマー「LuminShield-X」を開発したと発表しました。この革新的な

材料は、既存の不透明な放射線遮蔽技術と比較して、宇宙飛行士の放射線被ばく量を最

大70%削減できると同時に、高い光学的な透明性を維持し、居住空間に自然光を取り込

むことを可能にします。これは、長期宇宙居住における安全性と心理的快適性の両方を

飛躍的に向上させる重要なブレークスルーです。

技術詳細：多機能ポリマーの構造と保護メカニズム

LuminShield-Xは、複数の層からなる高度なポリマー複合材料であり、高エネルギー放

射線粒子（太陽プロトンイベントや銀河宇宙線など）を効果的に減速・吸収するよう最

適化されています。その透明性は、特定の波長の光を透過させつつ、有害な放射線を遮

蔽する特殊な分子構造に由来します。また、このポリマーは、月や火星軌道で遭遇する

可能性のあるマイクロメテオロイドの衝撃にも耐えうる堅牢な特性を備えており、物理

的な保護も提供します。これにより、居住モジュールの窓やドーム部分に適用すること

で、宇宙飛行士が閉鎖的な環境に閉じこもることなく、外部の宇宙空間を見渡せる「開

かれた」居住空間の実現に貢献します。

背景・業界文脈：長期宇宙ミッションの課題とイノベーション

NASAのArtemis計画や欧州の月・火星探査ミッションが本格化する中で、宇宙飛行士

の健康と安全の確保は最優先課題です。特に、月や火星での長期滞在には、地球の磁気

圏による保護がないため、高レベルの宇宙放射線への対処が必須となります。従来の放

射線遮蔽材は、鉛やアルミニウムなどの重金属が中心であり、不透明で居住空間を暗く

する問題がありました。LuminShield-Xのような透明な遮蔽材は、この課題を克服し、

心理的な側面からも宇宙飛行士のウェルビーイングを向上させるため、極めて大きな価

値を持ちます。欧州はこの分野で先行する研究開発を進めており、宇宙居住技術におけ

るリーダーシップを強化しています。



今後の展望：宇宙居住の変革と地球上での応用

LuminShield-Xは、将来の月面基地や火星居住モジュールの設計に革命をもたらし、宇

宙飛行士の生活の質を根本的に変える可能性があります。自然光が満ちた居住空間は、

長期滞在に伴う精神的ストレスを軽減し、生産性の向上にも寄与するでしょう。さら

に、このポリマー技術は、地球上での応用も期待されます。例えば、高放射線環境下で

働く医療従事者や原子力施設の作業員の保護、あるいは特殊な環境での光透過性が必要

な産業分野（例: X線室の窓材、高エネルギー物理実験施設）などです。この材料は、宇

宙と地球の両方で、より安全で快適な環境を実現するための基盤となるでしょう。

元記事: https://www.artemis-tokyo.com/articles/transparent-futures-a-new-shield-for-lunar-

light

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.artemis-tokyo.com/articles/transparent-futures-a-new-shield-for-lunar-light
https://www.artemis-tokyo.com/articles/transparent-futures-a-new-shield-for-lunar-light


#18 日本のShimizu Corporation、月面赤道に巨大太

陽光発電ベルト「ルナリング」構想を発表：地球への電力

送電を目指す

概要

日本の建設大手Shimizu Corporationは、月面赤道に沿って大規模な太陽電池パネル

のベルト「ルナリング」を構築する壮大な構想を発表しました。この構想は、月には

大気がなく雲や気象システムによる太陽光の遮蔽がないという利点を活用し、継続的

に太陽エネルギーを生成することを目的としています。ルナリングで生成された電力

は、マイクロ波やレーザー技術を用いて地球に送電される計画であり、前例のない規

模の宇宙ベースの電力システムを構築することを目指します。これは、地球のエネルギ

ー問題に対する革新的な解決策となる可能性を秘めています。

公開日 2026年09月07日  Facebook  日本



詳細

主要成果：Shimizu Corporation、月面赤道に巨大太陽光発電ベルト「ルナリン

グ」構想を発表

日本の建設大手Shimizu Corporationは、月面赤道に沿って大規模な太陽電池パネルの

ベルト「ルナリング（Luna Ring）」を構築するという壮大な構想を発表しました。こ

の革新的な計画は、月の大気がないという特性を最大限に活用し、雲や気象システムに

よる遮蔽がないため、ほぼ継続的に太陽エネルギーを効率的に生成できるという利点に

基づいています。ルナリングで生成された膨大な電力は、マイクロ波やレーザー技術を

駆使して地球に送電され、人類のエネルギー問題に対する持続可能かつ前例のない規模

の解決策を提供することを目指しています。

技術詳細：月面でのエネルギー生成と地球への送電

ルナリング構想は、幅数百キロメートルに及ぶ太陽電池パネルの帯を月面赤道上に設置

することを想定しています。月は地球に対し常に同じ面を向けて公転していますが、赤

道上であれば常に太陽光が当たる地域があり、安定した発電が可能です。発電された直

流電力は、超伝導ケーブルや類似の技術によって月面上の送信基地へと送られ、そこで

高効率なマイクロ波またはレーザーに変換されます。これらのエネルギービームは、地

球の受電アンテナや受電施設へと精密に照射され、再び電力として利用されます。この

システムは、月面の低重力環境下での大規模建設技術、高効率なエネルギー変換・送電

技術、そして地球・月間の精密なビーム制御技術など、複数の最先端技術の統合を必要

とします。

背景・業界文脈：地球のエネルギー危機と宇宙太陽光発電への期待

地球が直面する気候変動とエネルギー資源枯渇の課題は、新たな持続可能なエネルギー

源の開発を喫緊の課題としています。宇宙太陽光発電（Space-Based Solar Power,

SBSP）は、地球上での太陽光発電が夜間や悪天候によって制約されるのに対し、宇宙

空間では24時間安定して太陽エネルギーを得られるため、長期的に極めて有望な選択肢

として国際的に注目を集めています。Shimizu Corporationのルナリング構想は、この

SBSPのビジョンを月面という、より安定した大規模なプラットフォームで実現しよう

とするもので、日本の宇宙産業における先見性と技術力を示すものです。



今後の展望：エネルギー自立社会の実現と新たな宇宙経済

ルナリング構想が実現すれば、地球はクリーンで安定したエネルギーを宇宙から継続的

に供給されるエネルギー自立社会へと大きく舵を切ることができます。これは、化石燃

料への依存を劇的に減らし、温室効果ガス排出量の削減に貢献するだけでなく、世界中

の電力網に安定性をもたらすでしょう。また、この壮大なプロジェクトは、月面での大

規模インフラ建設、ロボット技術、新素材開発、そしてエネルギー輸送といった新たな

宇宙経済圏の創出を加速させます。ルナリングは、単なる発電所ではなく、人類が宇宙

と共存し、持続可能な未来を築くための象徴的なプロジェクトとなるでしょう。

元記事: https://www.facebook.com/groups/849994733672039/posts/1472313351440171/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.facebook.com/groups/849994733672039/posts/1472313351440171/


#19 NASA、月面拠点構築に向けた5つの技術分野で提

案を募集：酸素抽出や先進製造技術など

概要

NASAは、月面南極での持続的な人類の存在を確立するため、5つの主要技術分野に関

する提案募集を開始しました。対象は、月面での電力供給を担う垂直型太陽電池アレ

イ、レゴリスからの酸素抽出、高効率ラジオアイソトープスターリング発電機

（RSG）、軌道上での先進的な製造技術、そして革新的なナノ材料の生産です。これら

の技術は、地球からの補給への依存度を低減し、長期的な月面ミッションの柔軟性と

回復力を飛躍的に向上させることを目指しています。これにより、月面における自律

的な運用能力の確立が加速されることが期待されます。

公開日 2026年09月08日  NASA  アメリカ



詳細

主要成果：NASA、月面拠点構築に向けた5つの技術分野で提案募集開始

NASAは、月面南極での持続的な人類の存在を確立するために不可欠な技術開発を加速

させるため、5つの主要な技術分野に関する提案募集を開始しました。これらの分野

は、月面での長期滞在および科学探査を可能にするための基盤を築くことを目的として

おり、地球からの補給への依存を減らし、月面ミッションの柔軟性と回復力を大幅に高

めることに貢献します。この取り組みは、Artemis計画の一環として、月面での自律的

な運用能力の確立を目指すものです。

技術詳細：垂直型太陽電池、酸素抽出、RSGなど

NASAが提案を募集している5つの技術分野は以下の通りです。

垂直型太陽電池アレイ： 月面での太陽光発電システム。月面の地形や日照条件に対

応し、特に月面のクレーター縁などでの効率的な電力生成を目指します。これは、月

面の長期間の夜間や影の多い地域でのエネルギー需要に対応するための重要な技術で

す。

レゴリスからの酸素抽出： 月面土壌（レゴリス）から酸素を生成する技術。月面で

利用可能な資源を「現地資源利用（ISRU）」することで、呼吸用の空気やロケット燃

料の酸化剤として使用し、地球からの物資輸送コストを削減します。

高効率ラジオアイソトープスターリング発電機（RSG）： 放射性同位体崩壊熱を利用

して電力を生成するシステム。太陽光が届かない月面の夜間や恒久影地域での電力供

給を保証します。特に、現在のRPS技術と比較して必要な燃料を3～4倍削減できる

高効率システムの開発が求められています。

軌道上での先進的な製造技術： 宇宙空間で大型構造物や部品を製造・修理する技

術。打ち上げフェアリングのサイズ制限を超えた構造物（通信アンテナ、太陽電池ア

レイ、望遠鏡ミラーなど）の組立を可能にし、宇宙インフラ構築の効率化と柔軟性を

高めます。

革新的なナノ材料の生産： 宇宙環境に耐えうる高性能な新素材を開発・製造する技

術。放射線遮蔽、軽量構造、熱管理などに貢献し、宇宙船や居住モジュールの耐久性

と性能を向上させます。



背景・業界文脈：Artemis計画と自律的月面プレゼンス

Artemis計画は、2020年代後半までに人類を再び月面に着陸させ、最終的には火星へ

の道を開くことを目標としています。この計画の成功には、月面での長期的な滞在と活

動を支える自律的なインフラが不可欠です。地球からの補給はコストと時間がかかり、

持続可能な探査には限界があります。そのため、月面で直接資源を利用し、電力や材料

を現地で生産するISRU技術が極めて重要視されています。NASAの今回の提案募集は、

商業セクターや学術界からの革新的なアイデアを募り、これらのクリティカルな技術ギ

ャップを埋めるための戦略的なアプローチです。

今後の展望：月面経済の発展と深宇宙探査の加速

これらの技術分野での進展は、月面における科学研究、商業活動、そして最終的な月面

経済の発展を加速させるでしょう。特に、現地での酸素生産や電力供給の確保は、将来

の月面基地の規模を拡大し、より多くの宇宙飛行士が長期滞在することを可能にしま

す。軌道上製造やナノ材料の革新は、宇宙インフラの構築を加速し、深宇宙探査のため

の大型宇宙望遠鏡や宇宙船の建造を現実のものとします。NASAのこの取り組みは、人

類の宇宙への野心を新たな段階へと引き上げ、持続可能な宇宙探査の未来を形作るため

の基盤を固めるものとなります。

元記事: https://www.nasa.gov/news-release/nasa-calls-for-proposals-to-accelerate-lunar-

surface-technologies/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.nasa.gov/news-release/nasa-calls-for-proposals-to-accelerate-lunar-surface-technologies/
https://www.nasa.gov/news-release/nasa-calls-for-proposals-to-accelerate-lunar-surface-technologies/


#20 NASA、ISSの微小重力下で細胞・組織・微生物の

生理学・遺伝子発現を研究する「Bioculture System」

を紹介

概要

NASAは、国際宇宙ステーション（ISS）で運用中の自動化された生物科学インキュベ

ーター「Bioculture System」を新たに紹介しました。このシステムは、微小重力環

境が細胞、組織、微生物の生理学、生化学、遺伝子発現に与える影響を詳細に研究す

るために設計されています。地球上では再現困難な重力の影響を理解することで、薬

物発見、感染症プロセス、疾患メカニズムの研究など、幅広い生物医学的応用への道

を開くことが期待されます。Bioculture Systemは、宇宙での生命科学研究を新たな

次元へと引き上げる革新的なツールです。

公開日 2026年09月08日  NASA  アメリカ



詳細

主要成果：NASA、ISSでの微小重力下バイオ研究「Bioculture System」を紹

介

NASAは、国際宇宙ステーション（ISS）で稼働する自動化された生物科学インキュベ

ーター「Bioculture System」を新たに紹介しました。この先進的なシステムは、微小

重力環境が細胞、組織、および微生物の生理学、生化学、遺伝子発現にどのように影響

するかを包括的に研究するために特別に設計されています。Bioculture Systemは、地

球上では再現不可能な条件を提供することで、生命科学研究における新たな発見を促進

し、医学的応用への道を開く重要なツールとなります。

技術詳細：自動化されたインキュベーターと実験能力

Bioculture Systemは、完全に自動化された環境制御機能を備えており、研究者は地球

から遠隔で実験を監視および操作できます。このシステムは、温度、CO2レベル、湿度

などのパラメータを精密に制御しながら、複数の細胞培養チャンバーで同時に実験を行

うことが可能です。微小重力下では、細胞は地球上での2D培養プレートとは異なり、

より自然な3D構造を形成しやすくなるため、生体内環境に近い形で細胞の挙動を研究

できます。これにより、薬物スクリーニングの精度向上、感染症の進行メカニズムの解

明、がん細胞の増殖パターン研究など、幅広い分野での画期的な知見が期待されます。

システムのデータ収集能力は、詳細な生理学的および遺伝子発現プロファイリングを可

能にし、重力応答の包括的な理解を深めます。

背景・業界文脈：宇宙での生命科学研究の重要性

宇宙環境における生命科学研究は、長期宇宙飛行士の健康リスク（骨密度低下、筋萎

縮、免疫機能低下など）の軽減策開発だけでなく、地球上の疾患に対する新たな治療法

発見にも不可欠です。微小重力は、遺伝子発現、タンパク質フォールディング、細胞間

相互作用など、生物学的プロセスの基本的な側面を変えることが知られています。ISS

は、このようなユニークな研究環境を提供するための世界最高峰のプラットフォームで

あり、Bioculture Systemのようなツールの導入は、その研究能力をさらに高めます。

バイオテクノロジー企業や製薬会社は、宇宙での実験から得られる独自のデータを活用

することで、競争優位性を確立しようとしています。



今後の展望：薬物発見、疾患研究、宇宙医療への影響

Bioculture Systemによって得られる知見は、薬物発見プロセスの革新、新たな治療標

的の特定、およびパーソナライズ医療の進展に直接貢献するでしょう。特に、感染症が

微小重力下でどのように進行するか、抗生物質耐性がどのように変化するかを理解する

ことは、宇宙飛行士の健康管理だけでなく、地球上の公衆衛生にも応用可能です。さら

に、このシステムは、再生医療のための組織工学や、宇宙での自己完結型生命維持シス

テムの開発にも役立つ可能性があります。Bioculture Systemは、宇宙を人類の健康と

生命科学の理解を深めるための究極の実験室として位置づけ、次世代の宇宙医療と地球

上の医療イノベーションの両方を推進するでしょう。

元記事: https://www.nasa.gov/ames/space-biosciences/cell-science/bioculture-system/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.nasa.gov/ames/space-biosciences/cell-science/bioculture-system/


#21 NASA、軌道上ロボット溶接技術に投資：宇宙での

大型構造物組立を推進し、持続可能な人類の宇宙存在へ

概要

NASAは、熱可塑性複合材料の軌道上ロボット溶接技術を開発するスタートアップ企

業AnalySwift LLCに投資を行いました。この革新的な技術は、通信アンテナ、太陽電

池アレイ、望遠鏡ミラー、熱放熱器などの大型トラス構造物を、宇宙空間で直接組み

立てることを可能にします。打ち上げフェアリングの寸法制限を受けずに大型構造物

を構築できるため、持続可能な人類の宇宙存在に不可欠なインフラ構築を支援し、宇

宙ミッションの効率と能力を飛躍的に向上させることが期待されます。また、宇宙船

コンポーネントの再利用も促進され、コスト削減と環境負荷低減にも寄与します。

公開日 2026年09月08日  Assembly Magazine  アメリカ



詳細

主要成果：NASA、軌道上ロボット溶接技術に投資し、宇宙での大型構造物組立を

推進

NASAは、熱可塑性複合材料の軌道上ロボット溶接技術を開発するスタートアップ企業

AnalySwift LLCに投資を行いました。この画期的な技術は、通信アンテナ、大規模な

太陽電池アレイ、高解像度望遠鏡ミラー、効率的な熱放熱器といった、地球からの打ち

上げではサイズが制約される大型トラス構造物を、宇宙空間で直接自動組み立てするこ

とを可能にします。これにより、打ち上げフェアリングの寸法制限を受けずに巨大な宇

宙インフラを構築できるようになり、持続可能な人類の宇宙存在に不可欠な能力を大幅

に強化します。

技術詳細：熱可塑性複合材料のロボット溶接とメリット

AnalySwift LLCが開発するロボット溶接技術は、熱可塑性複合材料の特性を最大限に

活用します。熱可塑性材料は、加熱すると軟化し、冷却すると硬化するという特性を持

つため、宇宙空間で部品同士を接合する際に溶接が可能です。このプロセスは、従来の

接着剤や機械的ファスナーに比べて、より強力で信頼性の高い接合部を形成し、構造全

体の質量を削減できます。ロボットによる自動溶接は、人間の介在なしに精密な組立作

業を可能にし、宇宙飛行士の船外活動（EVA）のリスクとコストを低減します。この技

術の導入により、単一の打ち上げで運べるコンポーネントのサイズや複雑さに革命をも

たらし、宇宙における大型構造物（例：月周回軌道ゲートウェイの大型モジュールや火

星輸送機）の建設を飛躍的に加速させることが期待されます。

背景・業界文脈：宇宙インフラ構築の必要性と持続可能性

地球低軌道（LEO）から月、そして火星へと人類の活動範囲が広がるにつれて、宇宙空

間での大型インフラの必要性が高まっています。しかし、従来の宇宙船や構造物は、打

ち上げロケットのペイロードフェアリングのサイズと重量の制約を受け、複雑な展開メ

カニズムや多数の部品を必要としていました。軌道上での自律的な製造・組立能力は、

これらの制約を克服し、より大規模で高性能な宇宙システムを効率的に構築するための

鍵となります。NASAのこの投資は、Artemis計画で目指す月面での持続的な存在や、

将来の火星有人ミッションに必要なインフラ構築に向けた長期的なビジョンに合致して

います。また、宇宙船コンポーネントの再利用可能性を高めることで、宇宙開発全体の

持続可能性も向上させます。



今後の展望：宇宙開発の新たなフロンティアと商業機会

軌道上ロボット溶接技術の成熟は、宇宙開発における新たなフロンティアを切り開くで

しょう。通信衛星コンステレーションの超大型アンテナの構築、次世代宇宙望遠鏡のミ

ラーアレイの組立、宇宙太陽光発電衛星の巨大な太陽電池アレイの展開など、多岐にわ

たる応用が期待されます。この技術は、宇宙空間を「工場」として活用する「宇宙製

造」という新しい産業を加速させ、宇宙関連の商業活動に計り知れない機会をもたらし

ます。AnalySwift LLCへの投資は、単なる技術開発に留まらず、宇宙における人類の活

動を根本的に変え、より野心的な探査や居住を可能にする未来への戦略的な布石となる

でしょう。

元記事: https://www.assemblymag.com/articles/100389-nasa-invests-in-robotic-in-space-

welding-technology

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.assemblymag.com/articles/100389-nasa-invests-in-robotic-in-space-welding-technology
https://www.assemblymag.com/articles/100389-nasa-invests-in-robotic-in-space-welding-technology


#22 トランプ政権、国家宇宙輸送政策を発表：2030年

までに年間1000回以上の打ち上げ・再突入目標を設定

概要

ドナルド・トランプ大統領は、2026年8月20日に国家宇宙輸送政策（NSPM-17）を

発表し、米国の宇宙輸送のための新たな連邦政策枠組みを確立しました。この政策

は、2030年までに年間1000回以上の打ち上げ・再突入を支援するという野心的な国

家目標を設定しています。連邦機関に対し、打ち上げ・再突入能力の拡大、連邦射場

への商業アクセスの増加、関連インフラの近代化、国内宇宙輸送産業基盤の強化、連

邦ミッションへの商業輸送サービスの利用拡大を指示しており、商業宇宙産業の革新

と成長を強力に後押しするものです。

公開日 2026年09月08日  Greenberg Traurig, LLP  アメリカ



詳細

主要成果：トランプ政権、2030年までに年間1000回以上の打ち上げ・再突入を

目標とする国家宇宙輸送政策を発表

ドナルド・トランプ大統領は、2026年8月20日に国家宇宙輸送政策（National Space

Transportation Policy, NSPM-17）を発表し、米国の宇宙輸送のための包括的な新た

な連邦政策枠組みを確立しました。この政策の核心は、2030年までに年間1000回以

上の打ち上げおよび再突入を支援するという、極めて野心的な国家目標を設定したこと

にあります。これは、米国の商業宇宙産業の爆発的な成長を加速させ、グローバルな宇

宙競争におけるリーダーシップを強化するための戦略的な動きです。

政策詳細：連邦機関への具体的指示と目標

NSPM-17は、複数の連邦機関に対し、以下の具体的指示を出し、商業宇宙イノベーシ

ョンの促進とインフラの強化を目指しています。

打ち上げ・再突入能力の拡大： 米国は2025年に世界の商業宇宙打ち上げの217回を

占めましたが、2035年までに年間10,000回のFAAライセンス付き打ち上げと再突

入を目指しており、この目標達成に向けた能力増強を指示しています。

連邦射場への商業アクセスの増加： ケネディ宇宙センターやヴァンデンバーグ宇宙

軍基地といった既存の連邦射場への商業企業のアクセスを拡大し、運用効率と柔軟性

を向上させます。

関連インフラの近代化： 打ち上げ施設、管制システム、追跡ネットワークなど、宇

宙輸送を支えるインフラの近代化とアップグレードを推進します。

国内宇宙輸送産業基盤の強化： 研究開発投資、サプライチェーンの多様化、労働力

育成を通じて、国内のロケット、宇宙船、関連技術の開発・製造能力を強化します。

連邦ミッションへの商業輸送サービスの利用拡大： NASAや国防総省などの連邦機

関が、自前のシステムだけでなく、SpaceX、Blue Origin、Stoke Spaceなどの民

間企業の輸送サービスを積極的に利用することを推奨し、コスト効率とイノベーショ

ンを促進します。



背景・業界文脈：商業宇宙の台頭と国際競争

近年、SpaceXなどの民間企業の台頭により、宇宙輸送のコストは劇的に低下し、打ち

上げ頻度も増加しています。これにより、小型衛星コンステレーションの構築、宇宙観

光、軌道上製造といった新たな商業宇宙活動が活発化しています。中国や欧州も宇宙開

発への投資を加速させており、特に中国は商業宇宙セクターの株式公開を進めるなど、

国際競争は激化しています。米国がこの分野で優位性を保つためには、政府による明確

な政策指針と、民間セクターとの連携強化が不可欠とされています。NSPM-17は、こ

のようなグローバルな状況を背景に、米国の宇宙経済全体の成長と国家安全保障上の利

益を最大化することを狙ったものです。

今後の展望：宇宙経済の爆発的成長と新たな規制枠組み

この国家宇宙輸送政策は、米国の宇宙経済を今後数年間で爆発的に成長させる大きなド

ライバーとなるでしょう。年間1000回以上の打ち上げ・再突入という目標は、ロケッ

ト製造、衛星開発、地上支援サービス、データ解析など、宇宙産業のサプライチェーン

全体にわたる大規模な投資と雇用創出を促します。また、FAA（連邦航空局）のような

規制機関は、この急増する活動に対応するため、より効率的で適応性の高い規制枠組み

の策定が求められるでしょう。この政策は、宇宙を新たな商業フロンティアとして位置

づけ、人類の活動領域を地球外へと拡大する上で、米国のリーダーシップを確固たるも

のにする重要な一歩となります。

元記事: https://www.gtlaw.com/en/insights/2026/9/trump-administration-issues-national-

space-transportation-policy-targeting-1000-annual-launches-and-reentries-by-2030

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.gtlaw.com/en/insights/2026/9/trump-administration-issues-national-space-transportation-policy-targeting-1000-annual-launches-and-reentries-by-2030
https://www.gtlaw.com/en/insights/2026/9/trump-administration-issues-national-space-transportation-policy-targeting-1000-annual-launches-and-reentries-by-2030


#23 Stoke Space、再利用型ロケット開発に向けシリ

ーズEで10億ドル調達、総資金調達額23億ドルに

概要

ロケット会社Stoke Space Technologiesは、再利用型ロケット開発のためのシリー

ズE資金調達の初回クロージングを完了し、10億ドルを調達しました。これにより、

同社の総資金調達額は23億ドルに達し、再利用型宇宙輸送市場における主要プレイヤ

ーとしての地位を強化します。この資金は、Nova Pathfinderロケットの初軌道打ち

上げ準備、製造および打ち上げ能力の拡大、さらに大型のNova Block 2打ち上げ機開

発の加速に充当されます。Nova Pathfinderは2027年初頭、Nova Block 2は2029

年の初打ち上げを目指しており、同社は急速な技術開発と市場展開を計画していま

す。

公開日 2026年09月08日  Stoke Space Technologies, Inc.  アメリカ



詳細

主要成果：Stoke Space、再利用型ロケット開発のためシリーズEで10億ドル調

達、総資金調達額23億ドルに

再利用型ロケットの開発を手掛けるStoke Space Technologiesは、シリーズE資金調

達の初回クロージングを完了し、新たに10億ドルを調達しました。これにより、同社

の総資金調達額は累計23億ドルに達し、商業宇宙輸送市場における主要プレイヤーとし

ての競争力を大幅に強化しました。この巨額の資金は、同社のNova Pathfinderロケッ

トの初軌道打ち上げに向けた準備と、将来的な製造・打ち上げ能力の拡大、そしてさら

に大型のNova Block 2打ち上げ機の開発加速に戦略的に充当される予定です。

資金用途と開発計画：Nova PathfinderとNova Block 2

Stoke Spaceは、調達した資金を以下の主要なマイルストーン達成に充てます。

Nova Pathfinderロケットの初軌道打ち上げ準備： Nova Pathfinderは、Stoke

Spaceが開発中の完全に再利用可能な単段式軌道打ち上げシステムであり、2027年

初頭の初軌道打ち上げを目指しています。この資金は、最終的なテスト、統合、打ち

上げオペレーションに不可欠です。

製造および打ち上げ能力の拡大： 複数のロケット製造に必要なインフラ投資や、打

ち上げ頻度を高めるための設備増強に充てられます。これにより、将来的な顧客需要

に対応できる体制を構築します。

Nova Block 2打ち上げ機開発の加速： Nova Block 2は、Nova Pathfinderよりも

さらに大型で、より大きなペイロード能力を持つ打ち上げ機として計画されていま

す。初打ち上げは2029年を目指しており、この開発を加速させることで、多様な市

場ニーズに対応し、競争優位性を確立します。

同社は、エンジン再点火や正確な垂直着陸を可能にする高度なアビオニクス、熱保護シ

ステム、および構造設計を統合した独自の技術を開発しています。特に、再利用可能な

第2段の開発に注力しており、ロケット全体のコスト削減に大きく貢献すると期待され

ています。



背景・業界文脈：再利用型ロケット市場の競争激化

宇宙輸送市場は、SpaceXのFalcon 9やStarship、Blue OriginのNew Glennなど、再

利用型ロケットの開発競争が激化しています。これらの技術は、打ち上げコストを劇的

に削減し、宇宙へのアクセスを民主化することで、衛星コンステレーション、宇宙製

造、月・火星探査といった新たな商業機会を創出しています。Stoke Spaceの巨額資金

調達は、この高成長市場における新たな挑戦者としての同社の野心と、その技術的ポテ

ンシャルに対する投資家の強い信頼を反映しています。米国の国家宇宙輸送政策も年間

1000回以上の打ち上げ・再突入目標を掲げており、再利用型ロケット技術の重要性は

ますます高まっています。

今後の展望：宇宙輸送の未来を形作る主要プレイヤーへ

Stoke SpaceのNova PathfinderおよびNova Block 2の開発が計画通りに進めば、同

社は再利用型ロケット市場における主要プレイヤーの一つとして確立されるでしょう。

これにより、小型から中型の衛星打ち上げ市場において、よりコスト効率の高い選択肢

を提供し、顧客基盤を拡大する可能性があります。最終的には、宇宙へのアクセスをさ

らに低コスト化・高頻度化することで、宇宙経済全体の発展に貢献し、人類の宇宙への

進出を加速させる重要な役割を果たすことが期待されます。今回の資金調達は、その実

現に向けた強力な推進力となるでしょう。

元記事: https://www.stokespace.com/news/stoke-space-series-e

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.stokespace.com/news/stoke-space-series-e


#24 日本の宇宙産業が転換期に突入：政府投資倍増、戦

略的資金1兆円超、タレント育成が課題

概要

日本の商業宇宙産業は過去4～5年で劇的な変化を遂げ、政府投資が倍増し、宇宙関連

の戦略的資金が1兆円を超え、転換期に突入しました。これは宇宙が科学的努力だけで

なく、経済成長、国家のレジリエンス、安全保障に不可欠な戦略的産業と見なされる

ようになったことを反映しています。ispaceの月探査ロードマップ、通信インフラか

ら防衛能力、月面モビリティ、商業探査まで、幅広い宇宙経済への投資が進む一方、

スタートアップエコシステムの成熟、4社の株式公開、Infostellarの三菱電機による買

収といった動きも見られます。今後の課題は、この成長を支えるためのタレント育成

にあります。

公開日 2026年09月08日  Aerodefense Outlook  日本



詳細

主要成果：日本の宇宙産業、政府投資倍増と1兆円超の戦略的資金で転換期に突

入、タレント育成が急務

日本の商業宇宙産業は、過去4～5年間で劇的な変化を遂げ、政府投資が倍増し、宇宙関

連の戦略的資金が1兆円（約67億ドル）を超える規模に達し、明確な転換期に入りまし

た。この動きは、宇宙が単なる科学的探求の対象ではなく、経済成長、国家のレジリエ

ンス（回復力）、そして安全保障に不可欠な戦略的産業としての地位を確立したことを

反映しています。スタートアップエコシステムも成熟し、既に4社が株式公開を達成、

さらにはInfostellarが三菱電機に買収されるなど、活発な再編が見られます。この急速

な成長を維持し、国際競争力を高めるためには、高度な専門知識を持つ人材（タレン

ト）の育成が喫緊の課題となっています。

業界動向と投資分野：広範な宇宙経済へのコミットメント

日本政府と民間セクターは、宇宙経済の幅広い分野にわたる投資を加速させています。

主な投資と動向は以下の通りです。

通信インフラ： 低軌道衛星コンステレーションや次世代通信技術の開発。

防衛能力： 宇宙ベースの監視、偵察、および早期警戒システムの強化。

月面モビリティと商業探査： ispaceが月探査ロードマップを着実に進めており、月

面での輸送、資源探査、基地建設に向けた技術開発が活発です。

再利用型ロケット開発： Hondaが日本初の民間企業として再利用型ロケットの打ち

上げ・着陸に成功するなど、宇宙輸送コスト削減への取り組みが加速。

衛星データ活用： 地球観測、気象予測、災害監視、精密農業など、衛星データを活

用した新サービス開発が進展。日本のTenchijinとフランスのU-Spaceの提携もその

一例です。

これらの投資は、日本の宇宙産業が単一の分野に限定されず、多角的な成長戦略を推進

していることを示しています。



背景・業界文脈：グローバルな宇宙競争と日本の位置づけ

世界の宇宙産業は、SpaceX、Blue Origin、中国の商業宇宙企業などの台頭により、か

つてないほどの競争とイノベーションの時代を迎えています。このような環境下で、日

本は長年の宇宙技術開発の蓄積と、政府による強力な後押しにより、グローバルな競争

力を強化しようとしています。特に、国内のスタートアップ企業がリスクを取り、革新

的な技術を開発するエコシステムが形成されつつあることは、日本の宇宙産業が新しい

フェーズに入った証拠です。政府の役割は、資金提供だけでなく、規制緩和や国際協力

の推進にも及び、民間企業の成長を最大限に引き出すことにあります。

今後の展望：タレント育成と国際協力の加速

日本の宇宙産業が持続的に成長し、国際的なリーダーシップを発揮するためには、技術

開発だけでなく、それを支える人材の育成が不可欠です。宇宙工学、データサイエン

ス、AI、材料科学、ビジネス開発など、多岐にわたる分野で高度なスキルを持つ人材の

確保と育成が急務です。産学連携の強化、国際的な交流プログラムの推進、宇宙関連の

教育機関への投資などが求められます。また、国際的なパートナーシップをさらに深め

ることで、技術的なシナジーを生み出し、グローバルな課題解決に貢献する「宇宙大

国」としての日本の地位を確立していくことが期待されます。タレント育成への投資

は、日本の宇宙経済の将来を左右する最も重要な要素となるでしょう。

元記事: https://aerodefenseoutlook.com/japans-space-industry-has-reached-an-inflection-

point-now-the-challenge-is-talent/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://aerodefenseoutlook.com/japans-space-industry-has-reached-an-inflection-point-now-the-challenge-is-talent/
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#25 ispace、月探査ミッション開発の運転資金として静

岡銀行から30億円（2000万ドル）の融資を確保

概要

日本の月探査スタートアップispaceは、月ミッション開発の運転資金として静岡銀行

から3年間で30億円（約2000万ドル）の無担保融資を確保しました。この変動金利ロ

ーンは満期時に一括返済される予定で、同社の流動性を強化し、財務基盤を安定させ

ることを目的としています。ispaceのビジネスモデルは、持続的な研究開発投資と複

数の月ミッション遂行に依存しており、安定した運転資金へのアクセスは、同社が月

面でのプレゼンスを確立し、商業化を推進する上で不可欠です。この融資は、月面輸

送サービスや月面データサービスの継続的な開発を支える重要な資金となります。

公開日 2026年09月09日  Dealroom News  日本



詳細

主要成果：ispace、月探査ミッション開発の運転資金として静岡銀行から30億円

融資を確保

日本の月探査スタートアップispaceは、月ミッション開発の運転資金として、静岡銀行

から3年間で30億円（約2000万ドル）の無担保融資を確保したと発表しました。この

変動金利ローンは、満期時に一括返済される予定であり、同社の流動性を強化し、財務

基盤を安定させることを目的としています。この資金は、ispaceが複数の月ミッション

を継続的に遂行し、月面でのプレゼンスを確立するための重要な財源となります。

資金調達詳細：融資の条件とビジネスモデルへの影響

今回の静岡銀行からの融資は、ispaceにとって極めて戦略的な意味を持ちます。30億

円という金額は、進行中の月着陸船開発、月面ローバーの開発、および将来の月面輸送

サービスやデータサービスに関する研究開発活動を支える運転資金として活用されま

す。無担保融資である点は、ispaceの将来性に対する銀行の信頼を示唆しています。

ispaceのビジネスモデルは、月に物資を輸送し、月面データを取得・提供するサービス

を核としており、これには莫大な初期投資と継続的な研究開発投資が不可欠です。安定

した運転資金の確保は、同社が計画する月探査ロードマップを着実に実行し、商業的な

成功を収める上で欠かせない要素となります。

背景・業界文脈：グローバルな月探査競争と民間企業の役割

国際的な月探査競争が激化する中、ispaceは日本の民間企業としてこのフロンティアを

切り開く主要な役割を担っています。NASAのArtemis計画など、政府主導のミッショ

ンと並行して、民間企業が独自の技術とビジネスモデルで月を目指す動きが世界的に加

速しています。ispaceは、月面資源利用（ISRU）や月面基地建設への貢献を目指して

おり、その活動は日本の宇宙産業の成長を牽引しています。しかし、宇宙開発には巨額

の資金が必要であり、ベンチャー企業にとっては資金調達が常に課題となります。今回

の銀行融資は、ベンチャーキャピタルや株式市場以外の伝統的な金融機関からの資金調

達という点で、同社の信用力と事業計画の確実性が評価されたものと考えられます。



今後の展望：月面経済の構築と国際協力

今回の融資により、ispaceは今後3年間の事業計画をより安定的に実行できる基盤を確

立しました。これにより、同社は月面輸送サービスの提供開始、月面データサービスの

拡大、そして将来的な月面基地建設への貢献といった目標に向けて、着実に前進するこ

とが期待されます。ispaceの成功は、月面を新たな経済圏とする「月面経済」の実現に

不可欠であり、国際的な宇宙機関や他国の民間企業との連携を通じて、その影響力はさ

らに拡大するでしょう。この資金は、単なる運転資金に留まらず、人類が月へ、そして

その先の深宇宙へと進出するための重要な投資として機能します。

元記事: https://dealroom.co/news/149666-ispace-draws-20m-loan-to-shore-up-lunar-mission-

liquidity/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://dealroom.co/news/149666-ispace-draws-20m-loan-to-shore-up-lunar-mission-liquidity/
https://dealroom.co/news/149666-ispace-draws-20m-loan-to-shore-up-lunar-mission-liquidity/


#26 中国Orienspace、山東省政府系ファンドから戦略

的資金調達：Gravity-1ロケット開発と生産を加速

概要

中国の商業宇宙企業Orienspaceは、山東新動能基金と山東新動能基金からの支援を受

け、アーリーステージの資金調達ラウンドを完了しました。同社はロケットと衛星サ

ービスを開発しており、地理空間リモートセンシング、衛星ナビゲーション、衛星通

信、ロケットエンジン研究・製造などを手掛けています。今回の資金調達は、特に主

力ロケットGravity-1の組み立て、ユニットテスト、最終的な統合・テスト、および新

製品開発と量産を加速させる上で重要な役割を果たします。これにより、Orienspace

は中国の商業宇宙市場における競争力をさらに高めることになります。

公開日 2026年09月09日  Dealroom News  中国



詳細

主要成果：中国Orienspace、山東省政府系ファンドから戦略的資金調達、

Gravity-1ロケット開発加速

中国の商業宇宙企業Orienspaceは、山東新動能基金と山東新動能基金からの戦略的な

支援を受け、アーリーステージの資金調達ラウンドを完了したと発表しました。この資

金調達は、同社の主力ロケットであるGravity-1の組み立て、ユニットテスト、最終的

な統合・テスト、および新製品開発と量産を加速させる上で極めて重要な役割を果たし

ます。Orienspaceは、ロケットと衛星サービスを包括的に開発しており、地理空間リ

モートセンシング、衛星ナビゲーション、衛星通信、ロケットエンジン研究・製造な

ど、幅広い宇宙技術分野で事業を展開しています。

資金用途と開発計画：Gravity-1ロケットと総合的な宇宙サービス

今回の資金調達により、Orienspaceは特に以下の領域で開発を加速させることが可能

になります。

Gravity-1ロケットの開発と生産： Gravity-1は、Orienspaceが開発を進める中型

固体燃料ロケットであり、商業衛星打ち上げ市場での需要に応えることを目指してい

ます。資金は、ロケットの各構成要素の組み立て、サブシステムレベルでの詳細なユ

ニットテスト、そして最終的なシステム統合・テストフェーズに投入されます。これ

により、ロケットの信頼性と打ち上げ能力の向上を図ります。

新製品開発と量産体制の構築： ロケット技術に加え、地理空間リモートセンシン

グ、衛星ナビゲーション、衛星通信といった衛星サービスのポートフォリオを強化す

るための新製品開発が進められます。また、これらのロケットおよび衛星サービスの

市場投入を可能にする量産体制の確立にも資金が充てられます。

ロケットエンジン研究・製造能力の強化： 独自のロケットエンジン技術は、打ち上

げコスト削減と性能向上において不可欠であり、この分野の研究開発と製造能力の強

化も重要な資金用途となります。



背景・業界文脈：中国商業宇宙産業の成長と政府の支援

中国の商業宇宙産業は、政府の積極的な支援と民間投資の流入により、近年目覚ましい

成長を遂げています。LandSpace、CAS Space、Galactic Energyといった企業が既

に軌道投入に成功し、IPO申請を進めるなど、活発な競争環境が形成されています。

Orienspaceへの山東省政府系ファンドからの資金調達は、地方政府が商業宇宙企業の

成長を国家戦略の一環として積極的に支援していることを示しています。これは、中国

が宇宙産業を経済成長の新たな柱と位置づけ、グローバルな宇宙競争における優位性を

確立しようとしている証拠です。

今後の展望：中国の宇宙輸送能力と東南アジア市場への影響

OrienspaceのGravity-1ロケットの開発加速と総合的な宇宙サービスの強化は、中国の

宇宙輸送能力をさらに向上させ、特に東南アジア諸国への衛星打ち上げ・データサービ

ス提供といった国際市場での存在感を高めるでしょう。中国の商業宇宙企業は既に東南

アジア向けに衛星開発から打ち上げ、軌道上での引き渡しまでを一貫して提供する実績

を上げており、Orienspaceもこの流れに続くことが期待されます。これにより、地域

のデジタルインフラ強化、農業、生態学などのリモートセンシングデータサービスの向

上に貢献し、中国の「宇宙のシルクロード」戦略をさらに推進する重要な役割を果たす

でしょう。

元記事: https://dealroom.co/news/149556-chinas-orienspace-lands-strategic-backing-from-

shandong-state-funds/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://dealroom.co/news/149556-chinas-orienspace-lands-strategic-backing-from-shandong-state-funds/
https://dealroom.co/news/149556-chinas-orienspace-lands-strategic-backing-from-shandong-state-funds/


#27 Amazon Leo、Arianespaceと追加6回のAriane

64打ち上げ契約締結、総計24回で低軌道コンステレーシ

ョン強化

概要

Amazonの低地球軌道（LEO）ブロードバンド計画「Project Kuiper（Amazon

Leo）」は、欧州のロケット会社Arianespaceとの間で、Ariane 64ロケットによる追

加6回の打ち上げ契約を締結しました。これにより、2031年までに実施される打ち上

げミッションの総数は24回に拡大し、仏領ギアナの欧州宇宙港からKuiperコンステレ

ーション衛星が軌道に投入されます。本契約は、パリで開催された国際宇宙サミット

で発表され、Arianespaceが商業および政府機関の需要増に応えるためのAriane 6の

稼働率向上を支援し、両社の戦略的パートナーシップを強化するものです。

公開日 2026年09月09日  Arianespace  フランス



詳細

主要成果

AmazonのProject Kuiperは、Arianespaceとの既存の打ち上げ合意を強化し、高性能

なAriane 64ロケットによる追加6回の打ち上げ契約を締結しました。これにより、

2031年までに計24回の打ち上げがフランス領ギアナの欧州宇宙港から実施され、

Amazonの低地球軌道（LEO）ブロードバンドインターネットコンステレーション構築

が加速されます。

技術・運用詳細

この追加契約は、当初の18回打ち上げ合意を大幅に上回るもので、Amazon Leoによ

る数百基の衛星を軌道投入するための重要なステップです。Ariane 64は、強力な推進

力を持ち、大型のペイロードを効率的に運搬できるため、大規模な衛星コンステレーシ

ョンの展開に適しています。Arianespaceは、この契約を通じてAriane 6の生産と打ち

上げ頻度を向上させ、世界の商業および政府機関からの需要に応える体制を強化する見

込みです。特に、Ariane 6は柔軟性の高いミッションプロファイルに対応し、複数の衛

星を一度に展開する能力を有しています。

背景・業界文脈

今回の契約は、SpaceXのStarlinkやEutelsatのOneWebといった競合他社がLEO衛星

市場で激しい競争を繰り広げる中、Amazonが市場シェアを拡大するための戦略的な動

きと見られます。Arianespaceにとっては、欧州のロケット技術の信頼性と競争力を国

際市場に示し、特に米国の大手企業との協力関係を深めることで、長期的な収益基盤を

確保する上で極めて重要です。この提携は、多様な国際プレーヤーが宇宙インフラ開発

を加速させている現在の宇宙産業の動向を反映しています。



今後の展望

Amazon Leoは、2031年までに数千基の衛星を展開し、世界中の未接続地域やサービ

スが不足している地域に高速かつ低遅延のインターネット接続を提供することを目指し

ています。今回の追加契約は、その目標達成に向けたスケジュールを確実にするもので

す。Arianespaceは、今後数年間でAriane 6の打ち上げ頻度を大幅に増やし、欧州宇宙

産業のリーダーとしての地位を維持するとともに、国際的な競争力を高めていくことに

なります。これにより、欧州の宇宙技術開発と製造エコシステム全体への波及効果も期

待されます。

元記事: https://newsroom.arianespace.com/amazon-leo-and-arianespace-strengthen-

partnership-with-six-additional-ariane-64-launches/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://newsroom.arianespace.com/amazon-leo-and-arianespace-strengthen-partnership-with-six-additional-ariane-64-launches/
https://newsroom.arianespace.com/amazon-leo-and-arianespace-strengthen-partnership-with-six-additional-ariane-64-launches/


#28 SpaceX、Starlinkの5TBデータ上限を顧客からの

強い反発を受け撤回

概要

SpaceXは、Starlinkの衛星インターネットサービスに導入された5TBのデータ上限

が、ユーザーからの広範な苦情を受け、撤回されたと報じられました。この上限は、

一部のユーザーの通信速度を意図的に低下させる「スロットリング」を引き起こして

おり、特に米国を含む多くの顧客から不満の声が上がっていました。Facebookや

Redditなどのオンラインコミュニティでは、データ上限の解除と通常のダウンロード

速度への回復が報告されており、SpaceXが顧客フィードバックに迅速に対応した形で

す。

公開日 2026年09月10日  PCMag  アメリカ



詳細

主要成果

SpaceXは、同社の衛星インターネットサービス「Starlink」に課していた5TBのデー

タ上限を、顧客からの強い反発を受けて撤回したと発表しました。これにより、データ

上限を超過したユーザーに適用されていた通信速度制限（スロットリング）が解除さ

れ、通常のサービス品質が回復しました。

技術・運用詳細

Starlinkは、地球低軌道（LEO）に多数の小型衛星を配備し、地上のアンテナと連携し

て高速インターネットを提供するサービスです。以前、特定の利用プランにおいて5TB

のデータ使用量を超過した場合、ユーザーの通信速度が制限される措置が試験的に導入

されていました。この措置は、ネットワークの公平利用を目的としたものと推測されて

いましたが、特に高帯域幅を必要とするユーザーから「利用体験が損なわれる」との苦

情が頻発しました。SpaceXは、システムのリアルタイム監視と顧客からのフィードバ

ックを基に、このデータ上限がユーザー体験に与える影響を再評価し、最終的に撤廃を

決定したと見られます。

背景・業界文脈

衛星インターネット業界は、限られた軌道資源と周波数帯域を多数のユーザーで共有す

るため、公平利用ポリシーの策定が課題となっています。SpaceXは、急速なStarlink

衛星の配備とユーザー数の拡大に伴い、ネットワーク容量管理の必要性に直面していま

した。今回のデータ上限撤回は、技術的な最適化だけでなく、顧客満足度を重視する企

業姿勢を示すものと言えます。競合他社が同様のサービスモデルを構築する中で、ユー

ザー体験は重要な差別化要因となるため、今回のSpaceXの決定は業界全体にも影響を

与える可能性があります。



今後の展望

データ上限の撤廃により、Starlinkユーザーはより自由にサービスを利用できるように

なり、特に動画ストリーミング、オンラインゲーム、大規模なデータ転送を行うユーザ

ーにとっては朗報です。SpaceXは、引き続き衛星数の増強と地上インフラの改善を通

じて、ネットワーク全体の容量と性能を向上させていく方針です。今回の迅速な対応

は、技術革新だけでなく、顧客志向のサービス運営が、成長著しい宇宙通信市場で成功

するための鍵となることを示唆しています。

元記事: https://www.pcmag.com/news/spacex-backtracks-on-starlink-data-cap-after-

complaints

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.pcmag.com/news/spacex-backtracks-on-starlink-data-cap-after-complaints
https://www.pcmag.com/news/spacex-backtracks-on-starlink-data-cap-after-complaints


#29 NASA、Orion宇宙船の熱シールド「Avcoat」を

高精度7軸ミリングマシンで詳細分析開始

概要

NASAは、Orion宇宙船の熱シールドに使用されているアブレーション材料「Avcoat」

のサンプルについて、高精度な分析を開始しました。マーシャル、ジョンソン、アーム

ズ宇宙飛行センターのエンジニアが協力し、2014年の飛行試験で宇宙船を保護したこ

の材料を、7軸ミリングマシンを用いて詳細に調査しています。この分析は、将来のア

ルテミス計画における月や火星への有人ミッションに備え、熱シールドの性能と耐久

性を向上させるための重要なデータを提供することを目的としています。

公開日 2026年09月08日  NASA  アメリカ



詳細

主要成果

NASAは、Orion宇宙船のヒートシールドに採用されているアブレーション（削磨材）

素材「Avcoat」のサンプルの詳細分析に着手しました。この高精度な評価は、将来の

深宇宙有人ミッションにおいて、宇宙飛行士の安全と宇宙船の保護を確実にする上で不

可欠なデータを提供します。

技術・臨床詳細

分析は、NASAのマーシャル宇宙飛行センターを中心に、ジョンソン宇宙飛行センター

およびアームズ研究センターの専門家が協力して進められています。対象となるAvcoat

サンプルは、2014年のOrion宇宙船の飛行試験（EFT-1）で地球大気圏への再突入時に

極度の熱からモジュールを保護した実績があります。この分析では、最先端の7軸ミリ

ングマシンを使用して、熱にさらされた素材の微細な構造変化、劣化パターン、および

熱応答を詳細にマッピングします。これにより、Avcoatの熱性能、材料の完全性、お

よび特定の熱負荷下での挙動に関する包括的な理解が得られ、今後の熱シールド設計と

製造プロセスにフィードバックされます。このような高精度分析は、素材が過酷な宇宙

環境にどのように耐えるかを正確に評価するために不可欠です。

背景・業界文脈

Orion宇宙船の熱シールドは、地球帰還時や火星のような惑星の大気圏突入時に発生す

る数千度にも及ぶ超高温からクルーと機体を保護する最後の防御線です。Avcoatは、

熱を吸収し表面が徐々に蒸発・削磨（アブレーション）することで熱エネルギーを放散

する、実証済みの技術です。今回の分析は、過去のデータに基づきつつ、より厳密な評

価を行うことで、将来のアルテミス計画における月面ミッションや、最終的には火星へ

の有人探査といった、より挑戦的なミッションの要求を満たすための熱シールド技術の

信頼性をさらに高めることを目指しています。深宇宙探査の拡大に伴い、このような高

度な材料科学の知見は宇宙船の設計において決定的な要素となります。



今後の展望

今回の分析結果は、Orion宇宙船が小惑星や火星への将来のミッションに向けて準備を

進める上で、熱シールドの設計や製造プロセスの改善に直接貢献します。得られたデー

タは、次世代の宇宙船や再突入カプセルの熱管理システムの開発にも応用され、有人深

宇宙探査の安全性を飛躍的に向上させる可能性を秘めています。この研究は、極限環境

下での材料科学の進化を牽引し、人類の宇宙進出の限界を押し広げる上で重要な役割を

果たすでしょう。

元記事: https://www.nasa.gov/missions/artemis/orion/high-tech-analysis-of-orion-heat-shield-

underway-at-nasas-marshall-center/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.nasa.gov/missions/artemis/orion/high-tech-analysis-of-orion-heat-shield-underway-at-nasas-marshall-center/
https://www.nasa.gov/missions/artemis/orion/high-tech-analysis-of-orion-heat-shield-underway-at-nasas-marshall-center/


#30 NASA、STARプログラムを通じて宇宙飛行実験の

プリンシパル・インベスティゲーター向けトレーニングを

強化

概要

NASAは、宇宙飛行技術・応用・研究（STAR）プログラムを通じて、主任研究員

（PI）、上級研究科学者、およびポスドク研究者を対象とした専門トレーニングを提供

しています。この仮想トレーニングコースは、NASAおよび商業プラットフォームを用

いた宇宙飛行実験の実施に必要な実践的な知識とスキルを習得することを目的として

います。2026年8月にはSTAR-7の参加者が選定され、基礎的な宇宙生物学、宇宙実

験の技術的およびロジスティクス的側面に関する詳細な指導を受ける予定です。本プ

ログラムは、宇宙科学研究の次世代リーダーを育成し、宇宙での研究活動の効率性と

成功率を高めるためのNASAの継続的な取り組みの一環です。

公開日 2026年09月09日  NASA  アメリカ



詳細

主要成果

NASAは、Spaceflight Technology, Applications, and Research (STAR) プログラ

ムを継続的に実施しており、主任研究員（PI）、上級研究科学者、ポスドク研究者向け

に、NASAおよび商業宇宙プラットフォームを活用した宇宙飛行実験の実施を専門的に

準備する仮想トレーニングコースを提供しています。

技術・運用詳細

STARプログラムは、宇宙科学コミュニティが微小重力環境や宇宙放射線環境を利用し

た最先端の研究を行うための重要な基盤を提供します。トレーニングコースの内容は、

基礎的な宇宙生物学の原理から、宇宙飛行実験の設計、データ取得、そして軌道上での

運用に伴う技術的・ロジスティクス的な課題にまで及びます。参加者は、宇宙空間での

実験に特有の要件、例えばペイロードの準備、インターフェースの互換性、規制遵守、

そして飛行中のデータ管理などについて、詳細な指導を受けます。この実践的なアプロ

ーチにより、参加者は宇宙飛行実験の複雑さを理解し、地上での研究活動から宇宙での

運用へとスムーズに移行できるよう支援されます。2026年8月に選定されたSTAR-7の

参加者は、この包括的なカリキュラムを通じて、宇宙研究のフロンティアを推進するた

めの準備を進めます。

背景・業界文脈

宇宙飛行実験は、生命科学、物理科学、材料科学など、多岐にわたる分野で画期的な発

見をもたらす可能性を秘めています。国際宇宙ステーション（ISS）や商業宇宙ステー

ション、さらには月・火星ミッションへの準備が進む中で、宇宙飛行実験の機会は増大

しており、それに伴い高度な専門知識を持つ研究者の需要が高まっています。STARプ

ログラムは、この需要に応えるためにNASAが設けた重要なインフラであり、宇宙科学

研究のボトルネックとなりうる「宇宙での実験経験不足」を解消することを目指してい

ます。商業宇宙プラットフォームの台頭は、研究機会の多様化をもたらしており、

STARプログラムはこれらの新しい機会を最大限に活用するための橋渡し役を果たして

います。



今後の展望

STARプログラムは、今後も宇宙飛行実験の専門知識を持つ研究者の育成を継続し、

NASAの科学目標達成に貢献していきます。このプログラムによって訓練された研究者

たちは、月面基地や将来の深宇宙ミッションにおいて、独自の科学的発見をもたらし、

人類の宇宙への理解を深める上で不可欠な存在となるでしょう。また、プログラムを通

じて培われた知識と経験は、商業宇宙産業における新しい技術やサービス開発にも応用

され、宇宙経済全体の発展に寄与することが期待されます。これは、宇宙開発における

人材育成の重要性を示す好例であり、持続可能な宇宙探査の未来を築くための基盤とな

ります。

元記事: https://science.nasa.gov/biological-physical/resources/star/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://science.nasa.gov/biological-physical/resources/star/


#31 IBMとNASA、月面探査支援のためオープンソース

AIモデル「Lunar Foundation Model」とデータセット

を公開

概要

IBMとNASAは共同で、月面科学探査を支援するためのオープンソースAIモデル

「NASA-IBM Lunar Foundation Model」と、機械学習対応の月面データセットを公

開しました。この画期的な取り組みは、科学者が数十年にわたる複雑な月面観測デー

タから新たな洞察を迅速に引き出すことを可能にします。Lunar Foundation Model

の提供は、月での持続的な人類の存在確立や、月面の氷層の可能性などの未解明な現

象の調査を加速させることを目的としています。

公開日 2026年09月10日  IBM  アメリカ



詳細

主要成果

IBMとNASAは、月面探査を加速させるための画期的なステップとして、オープンソー

スのAIモデル「NASA-IBM Lunar Foundation Model」と、これを活用するための機

械学習対応の初の月面データセットを共同で公開しました。このモデルは、科学者が膨

大な月面データからより迅速に重要な発見を導き出すことを可能にします。

技術・臨床詳細

NASA-IBM Lunar Foundation Modelは、数十年にわたって収集された月面に関する

様々な観測データ（画像、地形データ、分光データなど）を統合し、分析するために設

計された大規模な基盤モデルです。このモデルは、特定のタスクに特化するのではな

く、広範な月面データを学習することで、新しいデータや未知の現象に対しても高い汎

用性を持って対応できます。公開されたデータセットは、モデルのトレーニングと検証

に用いられたものであり、他の研究者や開発者がAIモデルを構築したり、既存のモデル

を改善したりするために利用できます。これにより、科学者は、例えば月面の地質構造

マッピング、鉱物資源の特定、水氷の探索、月震活動の分析といった複雑なタスクを、

従来よりもはるかに効率的に実施できるようになります。特に、AIの活用により、人間

が発見に費やす時間を大幅に短縮し、データ駆動型のアプローチで新たな仮説検証を加

速させることが期待されます。

背景・業界文脈

月面探査は、NASAのアルテミス計画を筆頭に、世界中の宇宙機関や民間企業によって

活発化しています。将来の月面基地建設や持続的な人類の存在確立には、月面の環境、

資源、潜在的危険性に関する詳細な知識が不可欠です。しかし、蓄積された膨大な科学

データは、その複雑さゆえに人間が全てを解析するには限界があります。AIモデルの導

入は、この「データ過多」の問題を解決し、科学的発見のペースを劇的に加速させるた

めの有効な手段となります。オープンソース化されたことで、世界中の研究コミュニテ

ィがモデルとデータセットにアクセスし、それぞれの専門知識を組み合わせてイノベー

ションを推進できる基盤が構築されました。これは、AI技術が宇宙科学研究の新たなフ

ロンティアを切り開くことを象徴するものです。



今後の展望

NASA-IBM Lunar Foundation Modelと月面データセットの公開は、月面探査の効率

と深さを飛躍的に向上させる可能性を秘めています。このツールを用いることで、科学

者はこれまで見過ごされてきたパターンを発見したり、仮説を迅速に検証したりするこ

とが可能になります。特に、月面の南極に存在する可能性のある水氷の探索や、月の地

質学的進化の理解において、AIは決定的な役割を果たすでしょう。将来的には、このモ

デルが月面ローバーや着陸機の自律的な科学活動を支援し、ミッションの自律性とデー

タ解析能力を向上させることも期待されます。このオープンソースイニシアチブは、AI

と宇宙科学の融合による新たな研究パラダイムを確立し、人類の月への再帰をより安全

で生産的なものにするための重要な一歩となります。

元記事: https://newsroom.ibm.com/2026-09-10-ibm-and-nasa-release-open-source-ai-model-

to-support-lunar-exploration

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://newsroom.ibm.com/2026-09-10-ibm-and-nasa-release-open-source-ai-model-to-support-lunar-exploration
https://newsroom.ibm.com/2026-09-10-ibm-and-nasa-release-open-source-ai-model-to-support-lunar-exploration


#32 Rocket Lab、年間16回目のElectron打ち上げに

成功し、小型打ち上げプロバイダーの世界的リーダーとし

ての地位を確固たるものに

概要

Rocket Labは、2026年に年間16回目となるElectronロケットの打ち上げミッショ

ン「Happily Ever Faster」をニュージーランドから成功させました。このミッション

では、秘密顧客向けに地球観測衛星が低地球軌道に投入されました。今回の打ち上げ

成功により、Rocket LabはElectronロケットの通算95回目のミッションを達成し、

世界の小型衛星打ち上げサービス市場における信頼性と高頻度なサービス提供能力

で、リーディングプロバイダーとしての地位を確固たるものにしました。グローバルな

打ち上げ能力が逼迫する中、同社の安定した運用は特に注目に値します。

公開日 2026年09月11日  GLOBE NEWSWIRE (Rocket Lab)  ニュージーランド



詳細

主要成果

Rocket Labは、2026年に年間16回目となるElectronロケットの打ち上げをニュージ

ーランドのマヒア半島から成功裏に実施しました。この「Happily Ever Faster」と名

付けられたミッションは、秘密顧客のための地球観測衛星を予定軌道に正確に投入し、

同社のElectronロケットによる通算95回目の軌道投入成功を記録しました。

技術・運用詳細

Electronロケットは、Rocket Labが開発したカーボン複合材製の小型軌道打ち上げロ

ケットで、主に小型衛星の打ち上げに特化しています。今回の成功は、同社が小型衛星

市場における高頻度かつ信頼性の高い打ち上げサービス提供能力を維持していることを

明確に示しています。打ち上げは、ニュージーランドのRocket Lab Launch Complex

1から行われ、予定通りのシーケンスでペイロードを分離しました。Electronは、独自

のRutherfordエンジンを搭載し、液体酸素とRP-1を推進剤として使用します。また、

一部のミッションでは、ブースターの再利用に向けた試験的な回収運用も行われていま

す。今回のような年間16回という打ち上げ頻度は、特に近年の宇宙産業におけるサプラ

イチェーンの課題や打ち上げ能力の制約を考慮すると、その運用効率と技術成熟度の高

さを際立たせています。

背景・業界文脈

近年、小型衛星の需要は、地球観測、通信、科学研究といった多様な用途で爆発的に増

加しています。これに伴い、専用の小型打ち上げロケットの市場も拡大していますが、

信頼性とコスト効率、そして高頻度な打ち上げ能力がプロバイダー選定の重要な要素と

なっています。Rocket Labは、Electronの成功を通じて、この市場において明確なリ

ーダーシップを発揮してきました。同社の競争力は、技術革新と垂直統合された製造能

力、そして効率的な運用体制に支えられています。世界の打ち上げ市場は、SpaceXの

StarshipやBlue OriginのNew Glennなどの大型ロケットの登場により構造変化が進ん

でいますが、小型衛星市場においてはElectronのような専用打ち上げ機の重要性は依然

として高いです。



今後の展望

今回の成功は、Rocket Labが小型衛星打ち上げ市場における主要なプレーヤーとして

の地位をさらに固めるものです。同社は今後もElectronの打ち上げ頻度を維持し、

Neutronロケットの開発を進めることで、中型ペイロード市場への参入も目指していま

す。Neutronは再利用可能設計であり、コスト効率と持続可能性をさらに向上させるこ

とが期待されます。Rocket Labは、打ち上げサービスだけでなく、衛星部品や宇宙シ

ステム全般のプロバイダーとしても事業を拡大しており、宇宙経済におけるその影響力

は今後さらに増していくでしょう。高頻度で信頼性の高い小型打ち上げ能力は、宇宙に

おける新しいビジネスモデルやイノベーションを可能にする基盤として、その戦略的価

値が高まっています。

元記事: https://investors.rocketlabcorp.com/news-releases/news-release-details/rocket-lab-

successfully-launches-16th-electron-mission-year

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://investors.rocketlabcorp.com/news-releases/news-release-details/rocket-lab-successfully-launches-16th-electron-mission-year
https://investors.rocketlabcorp.com/news-releases/news-release-details/rocket-lab-successfully-launches-16th-electron-mission-year


#34 米運輸省、2035年までに年間1万回の宇宙打ち上げ

に対応する「SPACEタスクフォース」を発足

概要

米国運輸省（DOT）は、2035年までに年間10,000回に達すると予想される商業宇宙

打ち上げおよび再突入活動の急増に対応するため、「宇宙政策管理・調整・実行

（SPACE）タスクフォース」を設立しました。このタスクフォースは、商業宇宙活動

を航空交通管制システムに統合し、優先的な打ち上げ空域を確立し、全国の打ち上げ

インフラを拡大することに重点を置きます。これにより、航空と宇宙の安全な共存を

確保し、米国の宇宙産業の継続的な成長を支援することを目的としています。

公開日 2026年09月10日  AVweb  アメリカ



詳細

主要成果

米国運輸省（DOT）は、今後数十年で大幅な増加が見込まれる商業宇宙打ち上げと再突

入活動を効果的に管理するため、専門の「宇宙政策管理・調整・実行（SPACE）タス

クフォース」を設立しました。このタスクフォースは、2035年までに年間10,000回も

の打ち上げが予測される宇宙交通量の増大に対応するための重要な施策です。

技術・運用詳細

SPACEタスクフォースの主な任務は多岐にわたります。第一に、商業宇宙打ち上げおよ

び再突入活動を既存の航空交通管制（ATC）システムにシームレスに統合することを目

指します。これには、航空機の飛行経路と宇宙機の経路が重なる空域の管理方法の再定

義が含まれます。第二に、宇宙打ち上げと再突入に特化した優先空域（「打ち上げ回

廊」）の指定と確立を進めます。これにより、打ち上げ準備と実行の効率が向上し、従

来の航空交通への影響を最小限に抑えることができます。第三に、全国的な打ち上げイ

ンフラの容量を拡大するための計画を策定・実施します。これには、新たな発射場の開

発支援、既存施設の近代化、そして関連技術の導入が含まれます。これらの取り組み

は、航空安全基準を維持しつつ、宇宙産業の急成長を支えるための運用上の枠組みを構

築することを目的としています。

背景・業界文脈

近年、SpaceX、Blue Origin、Rocket Labといった民間企業による宇宙打ち上げサー

ビスの普及により、商業宇宙活動は飛躍的な成長を遂げています。特に、衛星コンステ

レーションの展開や宇宙観光、軌道上製造といった新たなビジネスモデルが台頭する中

で、打ち上げ頻度は歴史的な水準に達しつつあります。米国連邦航空局（FAA）は、

DOTの一部として商業宇宙飛行の規制を担当していますが、従来の規制・管理体制で

は、この急激な変化に対応しきれないという課題に直面していました。今回のSPACE

タスクフォースの設立は、このような状況を背景に、政府が積極的に宇宙交通管理の近

代化を図り、米国の宇宙産業が国際的な競争力を維持できるよう支援するための国家戦

略の一環として位置づけられます。



今後の展望

SPACEタスクフォースの活動は、米国の航空宇宙産業全体に広範な影響を及ぼすこと

が予想されます。商業宇宙打ち上げの円滑な統合とインフラの拡張は、新規参入企業の

障壁を下げ、イノベーションを促進する可能性があります。また、より予測可能で効率

的な打ち上げプロセスは、宇宙ミッションのコスト削減にも繋がり、最終的には宇宙経

済全体の成長を加速させるでしょう。一方で、航空交通との安全な共存を確立するため

の技術的・政策的課題は依然として大きく、タスクフォースにはこれらの課題を着実に

解決していくことが求められます。この取り組みは、宇宙が単なる探査のフロンティア

から、経済活動の重要な領域へと移行している現代の宇宙産業の象徴とも言えます。

元記事: https://avweb.com/aviation-news/dot-forms-space-task-force-as-launch-forecast-

reaches-10000-a-year/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://avweb.com/aviation-news/dot-forms-space-task-force-as-launch-forecast-reaches-10000-a-year/
https://avweb.com/aviation-news/dot-forms-space-task-force-as-launch-forecast-reaches-10000-a-year/


#35 Lucintel、世界の宇宙半導体市場が2035年までに

25.5億ドルに成長すると予測、アジア太平洋が牽引

概要

本記事はLucintelが発行した市場調査レポートの概要紹介です。Lucintelは、世界の宇

宙半導体市場が2026年から2035年にかけて年間平均成長率（CAGR）7.1%で成長

し、2035年には25億5,200万ドルに達すると予測しました。この成長は、信頼性の

高い放射線耐性チップへの需要の高まりと、宇宙産業への民間部門の参加拡大によっ

て促進されると分析されています。地域別では、アジア太平洋地域が宇宙技術投資の

増加と製造能力の拡大により、最も高い成長を示すと見込まれています。

公開日 2026年09月10日  openPR.com (Lucintel)  グローバル



詳細

本記事はLucintelが発行した市場調査レポートの概要紹介です。

レポート概要

Lucintelの最新市場調査レポートでは、世界の宇宙半導体市場の包括的な分析と将来予

測が提示されています。このレポートは、衛星、探査機、ロケットなどの宇宙アプリケ

ーションで使用される半導体デバイスに焦点を当て、様々な半導体タイプ、エンドユー

ス産業、および地域市場の動向を詳細に評価しています。調査期間は2026年から2035

年までを対象としています。

主要な調査結果

世界の宇宙半導体市場は、2026年から2035年の予測期間中に7.1%のCAGRで成長

し、2035年までに25億5,200万ドル（約2,552億円）の規模に達すると推定されて

います。

市場成長の主な推進要因は、信頼性の高い放射線耐性（Rad-Hard）チップに対する

需要の増大です。これは、人工衛星や深宇宙探査機がますます過酷な宇宙環境で動作

する必要があるためです。

宇宙産業への民間部門の参加が拡大していることも、市場成長の重要な要因です。商

業衛星コンステレーションや宇宙旅行、軌道上製造といった新しいビジネスモデル

が、半導体技術への投資を加速させています。

地域別に見ると、アジア太平洋地域は、この予測期間において最も高い成長率を示す

と予想されています。これは、中国、インド、日本などの国々における宇宙技術への

大規模な投資、および半導体製造能力の継続的な拡大に起因しています。

レポートは、宇宙半導体市場における主要なプレーヤー、技術トレンド、および新た

なビジネス機会についても詳細に分析しています。

発行会社について

Lucintelは、世界の様々な産業分野で深い洞察と戦略的コンサルティングを提供する著

名な市場調査および経営コンサルティング企業です。同社は、航空宇宙、自動車、化

学、消費財などのセクターにおいて、市場規模の予測、競合分析、成長機会の特定を通

じて、クライアントが情報に基づいた意思決定を行う支援をしています。



元記事: https://www.openpr.com/news/4627528/lucintel-forecasts-the-global-space-

semiconductor-market

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.openpr.com/news/4627528/lucintel-forecasts-the-global-space-semiconductor-market
https://www.openpr.com/news/4627528/lucintel-forecasts-the-global-space-semiconductor-market


#36 モアヘッド州立大学の月面環境監視ステーション

（LEMS）、NASAアルテミス月ミッションへの搭載が正

式承認

概要

NASAは、モアヘッド州立大学が開発した月面環境監視ステーション（LEMS）を、次

期アルテミス計画の月面ミッションに搭載することを正式に承認しました。LEMS

は、月の南極付近に着陸する予定のコンパクトな自律型観測ステーションで、高感度

地震計を搭載しています。その主な目的は、月の内部構造の解明と潜在的な月面活動

の危険性を理解するために、重要な地震データを収集することです。この承認は、大

学とNASAの協力による、月面探査における新たな科学的知見獲得に向けた大きな一

歩となります。

公開日 2026年09月10日  Morehead State University  アメリカ



詳細

主要成果

NASAは、モアヘッド州立大学が開発した月面環境監視ステーション（LEMS）が、次

期アルテミス計画の一部として月面への飛行を正式に承認されたと発表しました。

LEMSは、月の南極地域付近に展開され、月の内部構造と地震活動に関する貴重なデー

タを収集するミッションを担います。

技術・運用詳細

LEMS（Lunar Environment Monitoring Station）は、モアヘッド州立大学の宇宙シ

ステムセンター（Space Systems Center）によって開発された、小型で堅牢な科学ペ

イロードです。この自律型ステーションには、高感度な広帯域地震計が搭載されてお

り、月の「月震」を検知し、その発生頻度、強度、震源の位置を記録する能力を持って

います。これらのデータは、月のコア、マントル、地殻の構造を詳細にマッピングする

ために不可欠です。LEMSは、アルテミスミッションの一環として、商業月面ペイロー

ドサービス（CLPS）を通じて月に運ばれる予定です。これにより、月面環境における

長期的な地質活動の理解が進み、将来の月面基地建設地の選定や、地震活動による潜在

的な構造的リスクの評価に貢献します。そのコンパクトな設計と自律運用能力は、限ら

れた月面リソースと厳しい環境下での科学観測に最適化されています。

背景・業界文脈

月の内部構造に関するデータは、アポロ計画時代の限られたデータセットに大きく依存

しており、月がどのように形成され、進化してきたかという根本的な疑問に対する完全

な答えはまだ得られていません。アルテミス計画は、人類を月面に再び送り込み、持続

的な月面基地を確立することを目指しており、その成功には、月面の物理環境、特に地

震活動に関するより包括的な理解が不可欠です。LEMSのような小型科学ペイロード

は、大規模なミッションではカバーしきれない特定の地点での詳細なデータ収集を可能

にし、より広範な科学目標の達成に貢献します。大学がNASAの主要ミッションに直接

貢献することは、次世代の宇宙科学者やエンジニアを育成する上でも重要な意味を持ち

ます。



今後の展望

LEMSが月面に展開されれば、数十年ぶりに月面の南極付近で高感度な地震データが収

集されることになります。このデータは、月の熱史、内部の流動性、そして現在の地質

活動に関する新たな知見をもたらし、月形成モデルの再構築に影響を与える可能性があ

ります。特に、月南極には水氷の存在が期待されており、LEMSが提供する地質データ

は、これらの資源の探査と利用計画にも間接的に貢献するでしょう。また、将来の有人

月面活動において、月震による危険性評価の基礎データとしても活用され、より安全な

月面インフラの設計に役立つことが期待されます。モアヘッド州立大学とNASAのパー

トナーシップは、学術研究が国家規模の宇宙探査ミッションにどのように貢献できるか

の優れた事例となるでしょう。

元記事: http://www.moreheadstate.edu/news/2026/09/msus-lems-ready-for-nasa-artemis-

moon-mission?feature

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

http://www.moreheadstate.edu/news/2026/09/msus-lems-ready-for-nasa-artemis-moon-mission?feature
http://www.moreheadstate.edu/news/2026/09/msus-lems-ready-for-nasa-artemis-moon-mission?feature


#38 Blue Origin、準軌道宇宙観光を一時停止し、

NASAアルテミス計画向け月着陸機開発に注力

概要

Blue Originは、2026年初頭に準軌道宇宙観光飛行を一時的に中断し、資源をNASA

のアルテミス計画向け月着陸機の開発に集中すると発表しました。同社はこれまで、

約100人を準軌道空間に送り込むことで、準軌道宇宙観光のリーダーとしての地位を

確立していました。この戦略的転換は、NASAの月着陸機契約をSpaceXと競う中で、

深宇宙探査というより収益性の高い、長期的な目標に焦点を移すものです。この決定

は、商業宇宙分野における政府契約の重要性の高まりを浮き彫りにしています。

公開日 2026年09月09日  Britannica  アメリカ



詳細

主要成果

Blue Originは、2026年初頭に準軌道宇宙観光飛行を一時的に中断し、そのリソースと

技術的専門知識の主要部分を、NASAのアルテミス計画向け月着陸機の開発に集中させ

ることを決定しました。この戦略的転換は、同社の事業の優先順位を商業的な深宇宙探

査へと明確にシフトさせるものです。

技術・運用詳細

これまでBlue Originは、New Shepardロケットシステムを用いて、約100人の民間人

を宇宙の境界線であるカーマン・ラインを越える準軌道空間へと送り込み、準軌道宇宙

観光市場において先駆的なリーダーとしての地位を築いてきました。New Shepard

は、完全に再利用可能なサブオービタルロケットシステムで、カプセルはパラシュート

で着陸し、ブースターは垂直着陸する設計です。しかし、今回の発表は、New

Shepardプログラムからの大規模なリソース配分転換を示唆しています。同社は現在、

NASAのアルテミス計画における有人月着陸機「Human Landing System (HLS)」の

開発に注力しています。これには、大型の着陸機だけでなく、月面での長期的な運用を

可能にするための燃料補給技術や、複雑なドッキングおよび離着陸システムが含まれま

す。この取り組みは、技術的にも財務的にも大規模な投資を必要とし、SpaceXなどが

競合する中で、より高度な技術的課題を解決することが求められます。

背景・業界文脈

商業宇宙産業は、近年、政府機関からの大規模な契約が事業成長の重要な原動力となる

傾向が強まっています。NASAのアルテミス計画は、数十年にわたる月面探査において

最も野心的な取り組みの一つであり、政府契約は莫大な資金と長期的な安定性をもたら

します。Blue Originにとって、準軌道観光の一時停止は、短期的な収益よりも、深宇

宙探査における長期的な戦略的地位と政府契約の確保を優先する選択です。この動き

は、民間宇宙企業が商業的なニッチ市場と大規模な政府パートナーシップの間でバラン

スを取ろうとする、より広範な業界トレンドを反映しています。特に、SpaceXの

Starshipのような強力な競合他社が存在する中で、Blue Originは自社の強みである信

頼性と実績を、NASAの厳しい要求を満たすために最大限に活用しようとしています。



今後の展望

Blue Originのこの決定は、月面への持続的な人類の存在を確立するというアルテミス

計画の目標達成に大きく貢献する可能性があります。月着陸機開発への集中は、同社の

エンジニアリング能力とイノベーションを加速させ、将来の深宇宙ミッションに向けた

重要な技術的基盤を築くことになるでしょう。将来的には、月着陸機の開発が成功すれ

ば、Blue Originは月面への物資輸送や有人輸送サービスにおいて、主要なプロバイダー

としての地位を確立する可能性があります。準軌道宇宙観光が再開される時期は不明で

すが、月着陸機開発の成功は、同社の長期的成長と業界での影響力を飛躍的に高めるも

のと期待されます。これは、商業宇宙企業が市場の機会に応じて戦略を柔軟に調整する

事例として、注目されるでしょう。

元記事: https://www.britannica.com/topic/Blue-Origin

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.britannica.com/topic/Blue-Origin


#39 Astroscaleフランス、Exotrailと1,320万ユーロ

でEutelsat OneWeb衛星のデブリ除去サブ契約締結

概要

Astroscale France SAS (ASFR) は、Exotrail SAと1,320万ユーロのサブ契約を締

結し、Eutelsat OneWebの衛星を対象としたデブリ除去ミッションADRAS-J2の開

発を行うと発表しました。このミッションは、JAXAの商業デブリ除去実証プロジェ

クトの一環として2029年から2030年に実施される予定で、宇宙デブリ回収のための

ランデブー、近接運用、ドッキング技術に焦点を当てています。本契約は、宇宙空間

の持続可能性を確保するための国際協力の強化を象徴するものです。

公開日 2026年09月10日  Tokyo Brief  日本



詳細

主要成果

宇宙デブリ除去サービスの世界的なパイオニアであるAstroscaleのフランス法人、

Astroscale France SAS (ASFR) は、フランスの宇宙モビリティ企業Exotrail SAと

1,320万ユーロ（約20億円相当）のサブ契約を締結しました。この契約に基づき、

ASFRは Eutelsat OneWebの衛星を標的とする能動的デブリ除去ミッション

「ADRAS-J2」の開発を推進します。

技術・運用詳細

ADRAS-J2ミッションは、宇宙航空研究開発機構（JAXA）が主導する商業デブリ除去

実証プロジェクトの第2フェーズの一部として位置づけられています。このミッション

の主要な技術的課題は、軌道上にある非協力的な（機能停止した）衛星に安全に接近

し、近接運用（RPO）を行い、最終的にドッキングまたは捕獲する技術を実証すること

です。Exotrail SAは、衛星の軌道変更やデブリ除去に不可欠な宇宙推進システムやモビ

リティ技術を提供します。具体的には、ASFRが開発するデブリ除去衛星は、先進的な

センサー、ナビゲーションシステム、ロボットアームなどを搭載し、標的となる

OneWeb衛星の位置と姿勢を正確に把握し、非接触で検査した上で、安全に軌道から除

去するための操作を行います。本ミッションは2029年から2030年にかけて実施される

予定であり、複雑な軌道力学とリアルタイム制御が求められる高度な技術実証となりま

す。

背景・業界文脈

地球低軌道（LEO）には、数万個に及ぶ使用済み衛星やロケットの破片などの宇宙デブ

リが漂っており、稼働中の衛星や将来の宇宙ミッションにとって深刻な衝突リスクとな

っています。この問題は、衛星コンステレーションの急速な拡大に伴い、一層深刻化し

ています。能動的デブリ除去（ADR）は、この課題に対処するための最も有効な手段の

一つとして認識されており、国際的な政策議論と技術開発が活発に行われています。

Astroscaleは、ADR分野における世界のリーダー企業の一つとして、JAXAとの協力を

通じてこの技術の確立を目指しています。今回のASFRとExotrailの提携は、フランスと

日本の宇宙産業間の協力関係を深めるものであり、欧州とアジアにおけるデブリ除去技

術の推進に大きく貢献することが期待されます。



今後の展望

ADRAS-J2ミッションの成功は、宇宙デブリ除去サービス市場の商用化に向けた重要な

マイルストーンとなるでしょう。このミッションを通じて実証されるランデブー、近接

運用、ドッキング技術は、デブリ除去だけでなく、軌道上での衛星の検査、修理、燃料

補給、組み立てといった、幅広い軌道上サービス（In-Orbit Servicing, IOS）にも応用

可能です。これにより、宇宙空間の持続可能な利用が促進され、将来の宇宙経済の発展

に貢献することが期待されます。AstroscaleとExotrailの協力は、国際的な技術協力を

通じて、地球軌道の安全保障と持続可能性を確保するためのモデルケースとして注目さ

れるでしょう。

元記事: https://tokyobrief.com/articles/astroscale-france-cnes-deorbit-contract-exotrail

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://tokyobrief.com/articles/astroscale-france-cnes-deorbit-contract-exotrail


#40 RedwireのRoll-Out Solar Arrays (ROSA)、

NASA月軌道ステーションと2028年火星ミッションに採

用され受注残高5億ドル超を達成

概要

宇宙探査と国家安全保障向け重要部品プロバイダーであるRedwireは、受注残高が5億

ドルを超え、過去5四半期連続で増加を記録しました。同社の革新的なRoll-Out Solar

Arrays (ROSA)は、従来のパネルに比べて20%軽量かつ貯蔵容積が4分の1という優

位性から、NASAの月軌道ステーション「Power and Propulsion Element (PPE)」

と、2028年のSR-1 Freedom火星ミッションの主要な電力源として採用されていま

す。このROSA技術の採用拡大は、Redwireが宇宙インフラ市場におけるリーディン

グポジションを確立していることを明確に示しています。

公開日 2026年09月11日  The Motley Fool  アメリカ



詳細

主要成果

宇宙探査と国家安全保障分野で不可欠な部品を供給するRedwireは、受注残高が5億ド

ルを突破し、5四半期連続の成長を達成しました。同社の特許技術であるRoll-Out

Solar Arrays (ROSA) は、その軽量性とコンパクトな貯蔵容積が評価され、NASAの

月軌道ゲートウェイの一部となるPower and Propulsion Element (PPE) および2028

年のSR-1 Freedom火星ミッションの主力電源として採用されています。

技術・運用詳細

Redwireが開発したRoll-Out Solar Arrays (ROSA) は、従来の硬質太陽電池パネルと

比較して、重量が約20%軽量化され、打ち上げ時の貯蔵容積を4分の1に削減できると

いう顕著な優位性を持っています。この技術は、柔軟な複合材ブーム構造を利用して、

宇宙空間で大規模なソーラーアレイを自動的に展開することを可能にします。コンパク

トに収納できるため、打ち上げロケットのペイロードフェアリング内に多くのパネルを

搭載でき、打ち上げコストの削減とミッションの柔軟性向上に貢献します。ROSAは、

NASAの月軌道ゲートウェイのPower and Propulsion Element (PPE) に電力を供給

する中心的なシステムとして選定されており、これは月周辺の深宇宙探査における電力

需要を満たす上で不可欠です。さらに、2028年に計画されているSR-1 Freedom火星

ミッションにも採用が決定しており、火星への有人探査において、探査機や居住モジュ

ールへの安定した電力供給を担うことになります。この技術は、その高い信頼性と性能

から、将来の深宇宙探査ミッションにおける標準的な電力ソリューションとなる可能性

を秘めています。

背景・業界文脈

宇宙産業は、より軽量で高性能、そして展開が容易な電力システムを求めています。特

に、月や火星への有人ミッションでは、打ち上げ質量と体積の制約が厳しく、効率的な

電力供給がミッションの成功を左右します。RedwireのROSA技術は、これらの課題に

対する革新的な解決策を提供し、NASAのような主要な宇宙機関から高い評価を受けて

います。ROSAが月軌道ゲートウェイと火星ミッションの両方に採用されたことは、同

技術が深宇宙環境での運用実績を積み重ね、宇宙インフラ市場におけるRedwireの地位

を確固たるものにしていることを示しています。この成功は、新しい宇宙技術が政府機

関のミッションにどのように統合され、その需要に応えているかの好例です。



今後の展望

RedwireのROSA技術の採用拡大は、宇宙電力システムの将来において重要なトレンド

を示しています。同社の受注残高の増加は、ROSAが商用および政府機関の宇宙ミッシ

ョンにおいて、ますます標準的な選択肢となっていることを反映しています。Redwire

は、ROSAだけでなく、ヨーロッパのVLEOプラットフォーム「Phantom」のような革

新的なソリューションをSpace Defense & Security Summitで展示するなど、事業領

域を拡大しています。今後、ROSAは月面基地や火星探査の電力供給だけでなく、宇宙

ステーション、大型衛星、さらには宇宙太陽光発電といった将来の宇宙インフラプロジ

ェクトにも広く応用される可能性があります。これにより、Redwireは宇宙経済の成長

を牽引する主要企業の一つとしての地位をさらに強化していくでしょう。投資家は、そ

の技術的優位性と継続的な成長機会に注目しています。

元記事: https://www.fool.com/investing/2026/09/11/should-you-buy-redwire-while-its-below-

13/

収集日: 2026年09月11日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.fool.com/investing/2026/09/11/should-you-buy-redwire-while-its-below-13/
https://www.fool.com/investing/2026/09/11/should-you-buy-redwire-while-its-below-13/


#41 Varda Space Industries、軌道上での医薬品製造

と再突入カプセル事業を拡大、先進ミッションと高頻度運

用へ

概要

Varda Space Industriesは、微小重力環境下での医薬品成分製造と、その製品を地球

に安全に持ち帰るための再突入カプセル開発に特化した民間企業です。同社は、先進

的なミッション目標と高い運用頻度に対応するため、製品ラインとチームを積極的に

拡大しています。Vardaは、自社開発のWシリーズ車両でペイロードと熱シールドを内

製し、再突入カプセルを政府および防衛顧客向けの極超音速試験台としても活用して

います。この成長は、商業宇宙インフラと軌道上製造の加速を象徴するものです。

公開日 2026年09月09日  Stock Analysis  アメリカ



詳細

主要成果

Varda Space Industriesは、微小重力環境における医薬品成分製造とその地球への安

全な回収を可能にする再突入カプセル技術において、その事業を急速に拡大していま

す。同社は、より高度なミッション目標と高い運用頻度に対応するため、製品ラインと

組織体制を強化しており、商業宇宙インフラ開発を牽引する存在として注目されていま

す。

技術・運用詳細

Varda Space Industriesは、軌道上での精密な医薬品結晶化プロセスを通じて、高品

質な医薬品成分を製造する独自の能力を持っています。微小重力環境は、地球上では困

難な、より均一で純粋な結晶構造の形成を可能にし、新薬開発や既存薬の改良に貢献し

ます。同社の「Wシリーズ」車両は、これらの製造ペイロードを搭載し、また、地球へ

の安全な大気圏再突入を可能にする熱シールドを含む再突入カプセルも自社で設計・製

造しています。これらのカプセルは、軌道上製造の最終段階として、完成した医薬品を

地上に正確かつ安全に着陸させるために不可欠です。さらに、Vardaの再突入カプセル

は、政府および防衛部門の顧客向けに、極超音速飛行条件をテストするためのプラット

フォームとしても活用されており、多様な技術応用可能性を示しています。同社は、こ

れまでSpaceXとの提携により打ち上げ機会を確保し、効率的な軌道投入を実現してき

ました。この垂直統合された製造・運用能力が、同社の競争力の源泉となっています。

背景・業界文脈

軌道上製造は、宇宙産業における最も革新的なフロンティアの一つであり、特に医薬品

分野では微小重力による新たな特性を活かした製品開発が期待されています。しかし、

製造した製品を安全かつ確実に地球に帰還させる技術は、この分野の商業化における大

きな障壁でした。Varda Space Industriesは、この課題を再突入カプセル技術で解決

し、軌道上製造から地球への輸送までのエンドツーエンドのソリューションを提供する

ことで、市場での独自の地位を確立しています。宇宙インフラの商業化と多様な利用ニ

ーズの高まりを背景に、Vardaのような企業は、宇宙を単なる探査の場ではなく、新た

な生産拠点として確立することを目指しています。これは、宇宙経済が単なる打ち上げ

サービスから、高付加価値な製品製造へと拡大しているトレンドを反映しています。



今後の展望

Varda Space Industriesの今後の展望は非常に明るいです。同社は、医薬品製造のス

ケールアップと、より頻繁な再突入カプセルの運用を目指しており、これにより軌道上

製造のコスト効率とアクセス性が大幅に向上するでしょう。また、極超音速試験プラッ

トフォームとしての活用は、新たな収益源となり、防衛技術開発にも貢献します。

Vardaの技術は、医薬品だけでなく、半導体、新素材、バイオテクノロジーなど、微小

重力環境が有利に働く他の高付加価値製品の製造にも応用される可能性を秘めていま

す。商業宇宙インフラの進化に伴い、Vardaのような企業が提供する「宇宙工場と帰還

技術」は、地球上の産業に革新的な影響を与える可能性があり、宇宙経済の多様化と成

熟を加速させる主要なプレーヤーとして期待されます。
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